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ユニバーサル・バンキング・モデルの業績維持 

クレディ・アグリコル S.A.およびクレディ・アグリコル・グループの表示実績及び基礎的実績（2024年度第 2四半期） 

 クレディ・アグリコル S.A. 
 クレディ・アグリコル・グループ 

 表示 基礎的 
 表示 基礎的 

収益 
67億 9600万ユーロ 

前年同期比+1.8% 
67億 5400万ユーロ 

前年同期比+6.7% 
 95億 700万ユーロ 

前年同期比-0.4% 
94億 4300万ユーロ 

前年同期比+3.1% 

経費 
-36億 2100万ユーロ 

前年同期比+12.6% 
-35億 9100万ユーロ 

前年同期比+12.4% 
 -56億 8700万ユーロ 

前年同期比+8.8% 

-56億 5700万ユーロ 
前年同期比+8.6% 

営業総利益 
31億 7500万ユーロ 

前年同期比-8.3% 

31億 6300万ユーロ 
前年同期比+1.0% 

 38億 1900万ユーロ 
前年同期比-11.6% 

37億 8500万ユーロ 
前年同期比-4.2% 

リスク関連 

費用 
-4億 2400万ユーロ 

前年同期比-20.7% 

-4億 2400万ユーロ 
前年同期比-5.8% 

 -8億 7200万ユーロ 
前年同期比-7.1% 

-8億 7200万ユーロ 
前年同期比+2.1% 

純利益グループ

帰属分 
18億 2800万ユーロ 

前年同期比-10.4% 

18億 2300万ユーロ 
前年同期比-1.5% 

 20億 2800万ユーロ 
前年同期比-18.3% 

20億 600万ユーロ 
前年同期比-10.8% 

コスト比率 
53.3% 

前年同期比+5.1ポイント 

53.2% 
前年同期比+2.6ポイント 

 59.8% 
前年同期比+5.0ポイント 

59.9% 
前年同期比+3.0ポイント 

上半期の業績は力強い伸び、2024年の純利益グループ帰属分 60億ユーロ超の目標を確認 

モビリティ事業の再編に関連する特別損益項目のあった 2023年度第 2四半期以降、四半期業績は非常に好調 

- イタリアの預金保証基金（DGS）への拠出の時差の影響を除いた基礎純利益グループ帰属分の伸びは
0.2% 

- 収益は高水準、基礎的な見通しが大幅に向上 

- コスト比率は低水準、連結範囲変更の影響と DGSの影響を除いた基礎的経費の 5.7%増を伴う事業部

門の発展を下支え 

全事業部門の活動が好調 

- リテール・バンキングおよび消費者金融の業績は堅調、良好な顧客獲得、フランスおよびイタリアで

の資金流入の増加、フランスの住宅ローン活動の回復の始まり、フランスの企業向け貸付組成の微

増、国際的な貸付活動の高成長、消費者金融活動の高止まりが後押し 

- CIB、資産運用および保険の活動が好調、その結果、生命保険の総資金流入は高水準に、損害保険お

よび個人保険の保険料収入は順調に拡大、CIBの半期業績は過去最高、資金流入が増加、運用資産は

過去最高 

継続中の戦略的プロジェクト 

- Degroof Petercamの過半数株式の取得 

- Alpha Associatesの買収 

- Victory Capitalとのパートナーシップに関する最終契約 

非常に強固な資本・流動性ポジション 

- クレディ・アグリコル S.A.の段階的導入 CET1レシオは 11.6% 

- CAグループの段階的導入 CET1レシオは 17.3% 
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ドミニク・ルフェーブル 

SAS Rue La Boétieの会長兼クレディ・アグリコル S.A.の取締役会議長 

「今回の業績は、当グループのユニバーサル・バンキング・モデルが堅実で恒常的な業績を達成で
きることを改めて証明しました。全体として、当グループが顧客のお役に立てることを体現してい
ます」 

 

  

フィリップ・ブラサック 

クレディ・アグリコル S.A.最高経営責任者 

「四半期および半期の業績は非常に好調で、2024年の純利益グループ帰属分が 2025年に 1年早く
到達するという目標を確認できました」 

 

 
 
 
 

本プレスリリースは、クレディ・アグリコル S.A.に加え、クレディ・アグリコル S.A.の各事業体とクレディ・アグリコル S.A.の 62.8%を保有

するクレディ・アグリコル地域銀行から構成されるクレディ・アグリコル・グループの業績についてコメントしています。基礎純利益計算のた

めのあらゆる指標において修正再表示されている特殊要因の詳細については、当プレスリリースの付属資料をご覧ください。 
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クレディ・アグリコル・グループ 

当グループの活動 

当グループは今四半期、事業部門全体で営業活動が好調となりました。顧客獲得総数は力強く推移しました。2024年度第

2四半期に、当グループはリテール・バンキング部門で 48万 2,000人の新規顧客を獲得し、顧客基盤は 7万 6,000人増加

しました。具体的には、当四半期中、フランスのリテール・バンキング部門の新規顧客数が 38万 2,000人増、（イタリ

アとポーランドの）国際リテールバンキング部門の新規顧客数が 10万人増となり、顧客基盤も拡大しました（それぞれ 6

万 8,000人増、8,000人増）。 

2024年 6月 30日現在、リテール・バンキング部門では、オン・バランスシートの預金がフランス及びイタリアで前年同

期比 4.4%増の総額 8,320億ユーロ（地域銀行及び LCLで 4.6%増、イタリアで 2.5%増）となりました。貸付残高は、フ

ランス及びイタリアで前年同期比 0.4%増の総額 8,730億ユーロ （地域銀行及び LCLで 0.3%増、イタリアで 2.2%増）と

なりました 。当四半期のフランスの住宅ローン組成は 2023年度第 2四半期比では引き続き減少し、地方銀行で 34%減、

LCLで 42%減となりましたが、2024年度第 1四半期比では安定しました（地方銀行で 18%増、LCLで 16%増）。イタリ

アでは、ローン組成は当四半期も好調に推移し、商業事業に後押しされ、CA イタリアでは 2023年度第 2四半期比 40%

増となりました。損害保険のクロスセル・レート1は、地域銀行では 43.5% （2023年第 2四半期と比べて 0.7パーセン

ト・ポイント増）、LCLでは 27.8% （同 0.4パーセント・ポイント増）、CAイタリアでは 19.7% （同 1.8パーセント・

ポイント増） に上昇しました。 

資産運用では、資金流入が中長期資産（150億ユーロ増）やジョイント・ベンチャー（116億ユーロ増）をはじめとして

高水準となりました（155億ユーロ増）。貯蓄・退職金では、クレディ・アグリコル・アシュアランスが高水準の総資金

流入（81億ユーロ、前年同期比 23.1%増）となり、組成におけるユニット・リンク型商品の比率は高水準（32.2%）で推

移し、純資金流入は増加しプラスとなりました（15億増）。損害保険は、契約ポートフォリオの件数が前年同期比 5.2%

増の 1,640万件となりました。運用資産は再び過去最高水準となり、2023年 6月末と比べて、資産運用（2兆 1,560億ユ

ーロ、9.9%増）、生命保険（3,380億ユーロ、3.6%増）、Degroof Petercamの統合の恩恵を受けたウェルス・マネジメ

ント（IWMと LCLで 2,690億ユーロ、44.6%増）で増加しました。 

SFS部門の活動も安定して高水準で、CAコンシューマー・ファイナンスの消費者金融残高（2023年 6月末に比べて

8.2%増）は残高全体の 53%2を占める自動車金融活動が原動力となり増加し、CAL&Fの組成及びリース残高も増加しまし

た（198億ユーロ、2023年 6月末に比べて 8.5%増）。 

大口顧客の勢いは力強く、プライマリー・クレジットと、商業銀行業務の成長の恩恵を受けた融資活動が原動力となり、

法人営業及び投資銀行（第 2四半期および上半期に拡大）、資本市場及び投資銀行業務の収益が過去最高となりました。

CACEISも、高水準のカストディー資産（4兆 9,660億ユーロ、2023年 6月末と比べて 16.2%増）と管理資産（3兆

4,260億ユーロ、同 50.4%増）となり、第 2四半期における市場の悪影響があったものの、ISBの統合、商業向けの好調

な勢いの恩恵を受けました。 

当グループの各事業部門で、力強い活動が見られました（下記参照）。 

  

                                            
1自動車、住宅、法務、すべての携帯電話または個人傷害保険 
2CAオートバンク、自動車関連のジョイント・ベンチャー、その他の事業体の自動車事業 
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エネルギー移行に関する最新情報 

当グループは、「ネットゼロ 2050」アプローチの参考指針「気候移行計画」を発表しました。当該指針3は、2023年に発

表した指針「気候のための行動」を更新したものです。当該指針では、融資対象排出量と事業に関わるフットプリントの

両面から、脱炭素化の道筋の実施と方法を詳述しています。 

当グループは引き続き、エネルギー移行を促進するための多数の融資および投資を実施しています。これにより、クレデ

ィ・アグリコル・グループの低炭素エネルギー融資4のエクスポージャーは 2020年末から 2024年 3月までに倍増し、

2024年 3月 31日時点で 217億ユーロとなりました。さらに、CAAの再生可能エネルギー生産への融資は 2022年末に比

べて 17%増加し、2024年 6月 30日時点で 13.8ギガワットとなりました。 

最後に、クレディ・アグリコル CIBのグリーンローンのポートフォリオは5、2022年末から 2024年 6月までに 60%増加

し、2024年 6月 30日時点で 198億ユーロとなりました。 

  

                                            
3フランス語版は閲覧可能、現在翻訳中 
4クレディ・アグリコル・グループのすべての事業体の顧客が生産する再生可能エネルギーからなり、CACIBの核エネル
ギー残高を含む低炭素エネルギー残高 

52023年 11月に公表されたグループ・グリーンボンド・フレームワークの適格基準に沿った CACIBグリーン資産ポート
フォリオ 
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当グループの業績 

2024年度第 2四半期には、クレディ・アグリコル・グループの表示純利益グループ帰属分は、重要な特殊要因（以下を

参照）を特徴とし、2023年第 2四半期比 18.3%減の 20億 2,800万ユーロとなりました。 

2024年度第 2四半期には特殊要因が、クレディ・アグリコル・グループの純利益グループ帰属分に 2,200万ユーロのプ

ラスの影響を与えました。これは、DVA （Debt Valuation Adjustment）、FVA（Funding Valuation Adjustment）の発行体

スプレッド部分、純利益グループ帰属分における資本市場と投資銀行業務の担保付き融資に係る 2,700万ユーロ増、純利

益グループ帰属分における大口顧客部門のローンブックのヘッジに係る 400万ユーロ増など、変動の大きい経常的な会計

項目からなります。これらの経常的な会計項目に加えて、当四半期に固有のその他の項目がありました。すなわち、LCL

の純利益グループ帰属分の住宅購入貯蓄引当金の戻入による 100万ユーロ増、地域銀行の純利益グループ帰属分の住宅購

入貯蓄引当金の戻入による 1,700万ユーロ増、コーポレート・センターの純利益グループ帰属分の 100万ユーロ減、大口

顧客部門の純利益グループ帰属分の ISB統合費用による 1,300万ユーロ減、アセット・ギャザリング部門の純利益グルー

プ帰属分の Degroof Petercamの統合費用による 400万ユーロ減、プライベート・バンキング部門の純利益グループ帰属

分の Degroof Petercamの買収費用による 900万ユーロ減です。 

2023年度第 2四半期の特殊要因は、純利益グループ帰属分に 2億 3,200万ユーロのプラスの累積影響を及ぼしました。

これには、SFS部門のモビリティ事業の再編6 （1億 4,000万ユーロ）や小切手画像処理（CIE）の罰金に対する引当金の

戻入れ（1億 400万ユーロ）を含む非経常的項目 2億 4,400万ユーロが含まれました。 

これらの特殊要因を除いたクレディ・アグリコル・グループの基礎純利益グループ帰属分7 は、前年同期比 10.8%減の 20

億 600万ユーロでした。 

 

  

                                            
6CAコンシューマー・ファイナンス・グループのモビリティ事業の再編は、事業資産の譲渡、受払補償金、CAオートバ
ンク（旧 FCAバンク）の完全連結の会計処理、CAコンシューマー・ファイナンス・グループ内の自動車金融事業の再
編（特にアプリケーション・ソリューションの見直し）により、2023年第 2四半期のすべての中間営業業績の合計に
非経常的な影響を及ぼしました。 

7特殊要因の詳細については、付属資料を参照のこと。 

クレディ・アグリコル・グループ － 表示実績と基礎的実績（2024年第 2四半期と 2023年第 2四半期） 
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2024年度第 2四半期の基礎収益はすべての事業ラインの好業績が原動力となり、前年同期に比べて 3.1%増の 94億 4,300

万ユーロとなりました。リテール・バンキング部門は安定した収益となり（0.1%増）、アセット・ギャザリング部門は好

調な事業活動と Degroof Petercamの統合から恩恵を受け、大口顧客部門は ISB の統合に加え、法人営業及び投資銀行業

務からの収益が過去最高水準となり、専門金融サービス部門も連結範囲変更の好影響と数量効果から恩恵を受けました。

2024年度第 2四半期の基礎営業費用は前年同期比 8.6%増の 56億 5,700万ユーロとなりました。これには連結範囲変更

の影響、イタリア預金保証基金（DGS）への拠出の時差8、事業の発展支援などが含まれます。全体として、当グループ

の基礎コスト比率は 2024年度第 2四半期に 59.9%となり、3.0パーセント・ポイント改善しました。その結果、基礎営業

総利益は、2023年度第 2四半期と比べて 4.2%減少し、37億 8,500万ユーロとなりました。 

基礎信用リスク関連費用は 8億 7,200万ユーロで、2023年度第 1四半期に比べて 2.1%増加しました。これには正常債権

（レベル 1及び 2）に関する引当金（‐1億 4,300万ユーロ）、確認済リスク（レベル 3）に関する引当金（‐7億 4,900

万ユーロ）、その他のリスクに関する戻入れ（+2,000万ユーロ）が含まれます。引当水準は、過去の四半期と同様にいく

つかの加重経済シナリオを考慮し、センシティブなポートフォリオに一部調整を加えることによって決定されました。第

2四半期の加重経済シナリオは更新され、楽観的なシナリオ（フランスの GDP成長率は 2024年に+1.2%、2025年に

+1.5%）と楽観的でないシナリオ（フランスのGDP成長率は 2024年に-0.2%、2025年は+0.5%）が含まれています。残

高に対するリスク関連費用9 は、ローリング四半期で 25ベーシス・ポイントとなり、中期計画の想定の 25ベーシス・ポ

イントとほぼ一致する水準となっています。年換算の四半期ベースでは 30ベーシス・ポイントです10。 

税引前基礎利益は、前年比 5.3%減の 29億 9,200万ユーロでした。これには、7,400万ユーロの持分法適用会社の寄与

（+27.5%）、それに当四半期に 500万ユーロとなったその他の資産からの純利益が含まれます。基礎的税金費用は前年

同期比 7.4%増加し、当四半期の税率は 25.9%（前年同期比 3.2パーセント・ポイント増） となりました。これは、課税

対象外の Cheque Image Exchangeの罰金の戻入れに関連する 2023年度第 2四半期のベース効果などによるものです。非

支配持分控除前の基礎純利益は 9.1%減少して 22億 3,600万ユーロとなりました。非支配持分は 8.7%増加しました。少

数株主持分の変動は当期純利益の変動と乖離しており、主に少数株主持分の対象ではない Banco BPMの評価額の低下に

よるものです。最後に、基礎純利益グループ帰属分は、2023年第 2四半期から 10.8%減の 20億 600万ユーロでした。 

  

                                            
82024年度第 2四半期に計上すべきであったが、2023年度第 4四半期に計上 
9ローリング 4四半期の残高に対するリスク関連費用（ベーシス・ポイント）は、過去 4四半期のリスク関連費用を、当該

4四半期の各期首時点の残高の平均で除して算出されています。 
10年換算の残高に対するリスク関連費用（ベーシス・ポイント）は、当四半期のリスク関連費用を 4倍し、当四半期の期
首時点の残高で除して算出されています。 
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2024年上半期の表示純利益グループ帰属分は、2023年上半期の 41億 5,000万ユーロから 6.3%増加して 44億 1,200万

ユーロとなりました。 

2024年 1月～6月の特殊要因には、2024年上半期の地域銀行の特殊要因（地域銀行の項に詳述）とクレディ・アグリコ

ル S.A. の特殊要因（クレディ・アグリコル S.A.の項に詳述）が含まれます。 

これらの特殊要因を除いた基礎純利益グループ帰属分は、2023年上半期と比べて 11.4%増の 43億 8,900万ユーロでし

た。 

2024年上半期の基礎収益は 189億 1,700万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 4.4%増加しました。増収はすべての

事業部門の成長によるもので、コーポレート・センター部門を除いた合計では 2023年上半期と比べて 4.8%増加しまし

た。 

基礎営業費用は、主にインフレ下での報酬の増加、事業の発展のサポート、IT費用、連結範囲変更の影響により、SRFを

除くと、2023年上半期と比べて 6.9%増加して 112億 2,600万ユーロとなりました（以下を参照）。2024年上半期の基

礎コスト比率は、SRFを除くと、2023年上半期と比べて 1.4パーセント・ポイント上昇し、59.3%となりました。2023

年の SRFは 6億 2,000万ユーロでした。 

基礎営業総利益は 76億 9,100万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 9.9%増加しました。 

上半期の基礎リスク関連費用は 15億 300万ユーロ（うち、残高に対するリスク関連費用が 8,500万ユーロ（ステージ 1

及びステージ 2）、確認済みリスク関連費用が 14億 3,900万ユーロ、主に法定引当の戻入に関連するその他のリスクで

+2,100万ユーロ）に増加し、2023年上半期と比べて 7.2%増加しました。 

2024年 6月 30日現在、リスク指標はクレディ・アグリコル・グループの資産とリスクに対する引当水準の質の高さを裏

付けています。分散されたローンブックでは、主に住宅ローン（残高総額の 45%）と企業向け（残高総額の 32%）に重

点が置かれています。2024年 6月末時点の貸倒引当金は 212億ユーロ（地域銀行は 115億ユーロ）で、うち 41%（地域

銀行は 47%）は正常債権に対する引当金でした。これらの貸倒引当金を慎重に管理することにより、クレディ・アグリコ

ル・グループは、要注意債権引当率を確保しています（2024年 6月末時点で 82.3%）を達成しています。  

クレディ・アグリコル・グループ － 表示実績と基礎的実績（2024年上半期と 2023年上半期） 
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2024年上半期の他の資産に関する純利益は 600万ユーロでした（2023年上半期は 1,000万ユーロ）。非継続事業と非支

配持分控除前の税引前基礎利益は 9.8%増加して 63億 3,600万ユーロとなりました。税金費用は 5.8%増加して 15億 500

万ユーロとなり、基礎的実効税率は 2023年上半期と比べて 1.1パーセント・ポイント低下し、24.3%となりました。その

結果、非支配持分控除前の基礎純利益は 10.9%増加しました。非支配持分は 2023年上半期には 6.5%増加して 4億 4,200

万ユーロとなりました。 

その結果、2024年上半期の基礎純利益グループ帰属分は、2023年上半期と比べて 11.4%増の 43億 8,900万ユーロとな

りました。 
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地域銀行 

総顧客獲得数は前年同期比 27万 8,000人増、顧客基盤は同 3万 8,000人増となりました。主に要求払預金を利用してい

る顧客の割合は前年同期比 0.5パーセント・ポイント増の 76.4%となりました。デジタルツールを利用する顧客の割合は

2024年 6月末時点で 76%超と、高水準で安定しています。 

当四半期には、ローン組成は 2023年度第 2四半期比で 23%減少しました。住宅ローンの落ち込みは大幅でしたが（2023

年第 2四半期比 34%減）、今四半期に回復に転じました（2024年第 1四半期比 18%増）。4月および 5月の住宅ローン

の平均貸出金利11は 3.67%で、2024年第 1四半期を 17ベーシス・ポイント下回りました。2024年 6月末の貸付残高は

6,440億ユーロで、すべての市場で横ばい（2023年 6月末比 0.2%増）となりました。 

2024年 6月末時点の顧客資産総額は好調で、前年同期比 3.7%増の 8,980億ユーロとなりました。この伸びの原動力は、

オン・バランスシートの預金（2024年 6月末時点で前年同期比 3.9%増の 6,020億ユーロ）と顧客資産（ユニット・リン

ク型債券への資金流入により前年同期比 3.2%増の 2,960億ユーロ）でした。オン・バランスシートの預金は、定期預金

（前年同期比 4%増）と要求払預金（同 1.9%増）が原動力となりました。 

2024年 6月末の損害保険のクロスセル・レートは 43.5%となり、引き続き上昇しました（2023年 6月末と比べて 0.7パ

ーセント・ポイント上昇）。支払手段では、カード枚数が前年同期比 1.5%増加し、プレミアムカードの割合が総数ベー

スで前年同期比 1.5パーセント・ポイント増加しカード全体の 15.6%を占めました。 

SAS Rue La Boétieの配当12 を含む 2024年度第 1四半期の地域銀行の連結収益は、2023年度第 2四半期比 7.2%増加

し、53億 500万ユーロになりました。純利鞘は 4.9%減少しました。ポートフォリオ収益は 17.4%増加し、受取配当金も

同程度の増加となりました。生命保険や口座管理などの手数料収入は 2023年度第 2四半期比で 3.1%増加しました。 

営業費用は 4.7%増加しました。退職給付関連のベース効果を除くと、3.1%増でした。営業総利益は 9.6%増加しました。

リスク関連費用は確認済みリスクの増加などにより、2023年度第 2四半期比 12.5%増の 4億 5,900万ユーロとなりまし

た。残高に対するリスク関連費用は抑制され、20ベーシス・ポイントとなりました。 

SAS Rue La Boétieの配当 12を含む 2024年度第 2四半期の地域銀行の連結純利益は、2023年度第 2四半期比で 11%増加

し、22億 6,200万ユーロになりました。 

2024年度第 2四半期の地域銀行の純利益グループ帰属分は、2023年度第 2四半期比 50%減の 2億 800万ユーロでした。 

 

2024年上半期には、SAS Rue La Boétieの配当を含む収益は、2023年上半期と比べて増加（3.9%増）しました。営業費

用は 2023年上半期比で 0.9%増加し（退職給付関連のベース効果を除くと同 0.1%増）、その結果、営業総利益は同 8.5%

増となりました。最後に、リスク関連費用が 22.4%増加したのに伴い、SAS Rue La Boétieの配当を含む地域銀行の純利

益グループ帰属分は、2023年上半期と比べて 9.3%増加し、27億 100万ユーロになりました。 

2024年上半期には、クレディ・アグリコル・グループの業績への地域銀行の寄与は、表示純利益グループ帰属分が 6億

5,000万ユーロ（22%減）となり、収益が 65億 6,800万ユーロ（1.8%減）、リスク関連費用が 6億 9,100万ユーロ

（19.8%増）となりました。 

  

                                            
114月および 5月の月間組成ローンの平均金利 
12SAS Rue La Boétieの年間配当は第 2四半期に支払われます。 
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クレディ・アグリコル S.A. 

業績 

2024年第 2四半期の財務諸表を検証するため、ドミニク・ルフェーブルを議長とするクレディ・アグリコル S.A.の取締

役会が 2024年 7月 31日に開かれました。 

 
 

2024年度第 2四半期のクレディ・アグリコル S.A.の表示純利益グループ帰属分は 2023年度第 2四半期比で 10.4%減少

して 18億 2,800万ユーロとなりました。これは非常に高いものであり、モビリティ事業の再編などに関連する非経常的

項目と小切手画像処理の罰金に対する引当金の戻入（以下、参照）から恩恵を受けました。2024年度第 2四半期のこの素

晴らしい業績は、高収益と低水準に維持されたコスト比率によるもす。 

当四半期の特殊要因は純利益グループ帰属分に 500万ユーロのプラスの累積影響を及ぼしました。これには、DVA（負債

評価調整）、FVAの発行体スプレッド部分、純利益グループ帰属分における大口顧客部門の担保付き融資に係る 2,700万

ユーロの利益、純利益グループ帰属分における大口顧客部門のローンブックのヘッジに係る 400万ユーロの利益など、収

益における変動の大きい経常的な会計項目が含まれました。これらの経常的な会計項目に加えて、当四半期に固有の項目

が多数ありました。すなわち、LCLの純利益グループ帰属分の住宅購入貯蓄引当金の戻入による 100万ユーロ増、コーポ

レート・センターの純利益グループ帰属分の 100万ユーロ増、アセット・ギャザリング部門の純利益グループ帰属分の

Degroof Petercam統合費用による 400万ユーロ減、大口顧客部門の純利益グループ帰属分の ISB統合費用による 1,300

万ユーロ減、アセット・ギャザリング部門の純利益グループ帰属分の Degroof Petercamの買収費用による 900万ユーロ

減です。 

2023年度第 2四半期の特殊要因は、純利益グループ帰属分に 1億 9,000万ユーロのプラスの累積影響を及ぼしました。こ

れには、SFS部門のモビリティ事業の再編13 （1億 4,000万ユーロ）や小切手画像処理の罰金に対する引当金の戻入れ

                                            
13CAコンシューマー・ファイナンス・グループのモビリティ事業の再編は、事業資産の譲渡、受払補償金、CAオートバ
ンク（旧 FCAバンク）の完全連結の会計処理、CAコンシューマー・ファイナンス・グループ内の自動車金融事業の再

クレディ・アグリコル S.A.－ 表示実績と基礎的実績（2024年第 2四半期と 2023年第 2四半期） 
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（6,200万ユーロ）といった非経常的項目 2億 100万ユーロが含まれました。経常的項目の純利益グループ帰属分はマイ

ナス 1,100万ユーロでした。 

特殊要因を除くと、2024年第 2四半期の基礎純利益グループ帰属分14は 18億 2,300万ユーロとなりました（2023年第 2

四半期と比べ 1.5%減）。さらに、イタリアの預金保証基金への拠出が 2024年度第 2四半期に計上されましたが、2023

年度は第 4四半期に計上されました。預金保証制度（DGS）に関する認識の期間的差異を除いた基礎純利益グループ帰属

分 14は、2023年度第 2四半期比 0.2%増と安定しています。 

2024年度第 2四半期の基礎収益は 67億 5,400万ユーロと高水準になりました。2023年度第 2四半期と比べて、6.7%増

加しました。この増加は、すべての事業ラインが原動力となりました。アセット・ギャザリング部門は、活発な事業活動

と Degroof Petercamの統合15の恩恵を受けました。大口顧客部門は、ISB の統合16 と CACEISの手数料収入の増加に加

え、法人営業及び投資銀行業務の収益が第 2 四半期に過去最高水準となりました。専門金融サービス部門は、プラスの連

結範囲変更の影響17 および数量効果の恩恵を受けました。フランスのリテール・バンキング部門は純利鞘の改善が原動力

となり、国際リテール・バンキング部門はイタリアの手数料収入の増加とポーランドの純利鞘の増加恩恵を受けました。

コーポレート・センター部門は、マイナス 1億 5,800万ユーロの基礎的純変動がありました。これは、Banco BPMの株

式評価のマイナスの影響やこれを一部相殺した 2023年度第 2四半期を上回る配当金（両影響を合わせてマイナス 7,100

万ユーロ）、それに 2023年第 2四半期に計上された小切手画像処理の罰金に対する引当金の戻入れによるマイナス 4,200

万ユーロのベース効果によるものでした。 

2024年第 2四半期の基礎営業費用は 35億 9,100万ユーロで、2023年第 2四半期比で 12.4%増加しました。前年同期比 3

億 9,500万ユーロの費用増は主に、1億 5,600万ユーロの連結範囲変更の影響18 、5,800万ユーロのイタリアの預金保証基

金（DGS）への拠出に関する期間的差異、1億 3,100万ユーロの従業員費用の増加（事業部門の業績に連動する変動報酬

引当金の 3,900万ユーロを含む）、5,300万ユーロの IT投資によるものです。連結範囲変更の影響と DGSを除いた基礎

的費用は 5.7%増加し、1憶 8,100万ユーロとなりました。 

その結果、2024年度第 2四半期の基礎コスト比率は、2023年度第 2四半期と比べて 2.6パーセント・ポイント上昇し、

53.2%（SRFを除く）となりました。 

2024年度第 2四半期の基礎営業総利益は 31億 6,300万ユーロとなり、2023年度第 2四半期比で 1.0%増加しました。

DGSの影響の修正再表示後の基礎営業総利益は、2023年度第 2四半期と比べて 2.8%（8,800万ユーロ）増加しました。 

2024年 6月 30日現在、リスク指標はクレディ・アグリコル S.A.の資産とリスクに対する引当水準の質の高さを裏付けて

います。分散されたローンブックでは、主に住宅ローン（残高総額の 26%）と法人向け（クレディ・アグリコル S.A.の残

高総額の 43%）に重点が置かれています。不良債権比率は前四半期比で低下し、2.5%と低水準で推移しました。不良債

権引当率19 は前四半期比で 1.6パーセント・ポイント上昇し、71.3%と高い水準になりました。クレディ・アグリコル

S.A.の貸倒引当金は 97億ユーロで、2024年 3月末からほぼ横ばいでした。これらの貸倒引当金のうち、34%は正常債権

に対するものでした （割合は過去四半期並み） 。 

基礎リスク関連費用は 4億 2,400万ユーロ増加し、2023年第 2四半期の 4億 5,000万ユーロと比べて 5.8%減少しまし

た。2024年度第 2四半期の当該費用 4億 2,400万ユーロの内訳は、正常債権（ステージ 1及び 2）に対する引当の戻入

3,100万ユーロ（2023年度第 2四半期は 1,400万ユーロの引当）、確認済みリスク（ステージ 3）に対する引当 4億

9,100万ユーロ（2023年度第 2四半期は 4億 6,800万ユーロ）、その他の項目の引当（法律上の引当）の戻入 3,700万ユ

ーロでした。事業ライン別では、2024年度第 2四半期の引当について、専門金融サービス部門が 50% （2023年度第 2四

半期は 49%）、LCL部門が 22% （2023年度第 2四半期は 15%）、国際リテール・バンキング部門が 17% （2023年度

第 2四半期は 28%） を占めました。引当水準は、過去の四半期と同様にいくつかの加重経済シナリオを考慮し、センシ

ティブなポートフォリオに一部調整を加えることによって決定されました。第 2四半期の加重経済シナリオは更新され、

楽観的なシナリオ（フランスのGDP成長率は 2024年に+1.2%、2025年に+1.5%）と楽観的でないシナリオ（フランス

の GDP成長率は 2024年に-0.2%、2025年は+0.5%）が含まれています。2024年度第 2四半期には、残高に対するリス

                                            
編（特にアプリケーション・ソリューションの見直し）により、2023年第 2四半期のすべての中間営業業績の合計に
非経常的な影響を及ぼしました。 

14特殊要因を除く、基礎的項目。 
15Degroof Petercamによる連結範囲変更の収益への影響：2024年第 2四半期に+4,900万ユーロ 
16ISBによる連結範囲変更の収益への影響：2024年第 2四半期に+1億 700万ユーロ 
17欧州 6か国における ALD事業および LeasePlan事業の連結、ならびに 2023年度第 3四半期の Hiflow の過半数の株式取
得に関連する連結範囲変更の影響：収益に+2,400万ユーロ 

182024年第 2四半期の費用への連結範囲変更の影響：ISBが 1億 400万ユーロ、Degroof Petercamが 3,500万ユーロ、
欧州 6か国の ALD/Leaseplanと Hiflowが 1,000万ユーロ、残りは Alpha Associatesと CATUの連結 

19ステージ 3の残高を分母とし、ステージ 1、2及び 3で計上された引当金の合計を分子として計算した引当率。 
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ク関連費用はローリング 4四半期ベースで2032ベーシス・ポイント、年換算の四半期ベースで 32ベーシス・ポイントで

した21。 

2024年度第 2四半期の持分法適用会社の基礎寄与は 4,700万ユーロで、2023年度第 2四半期比で 20.1%増となりまし

た。これは、資産運用での持分法適用会社の高成長や消費者金融およびモビリティ事業などが原動力となりました。2024

年度第 2四半期のその他資産からの基礎的純利益は、Crédit Agricole Transition & Energieへの Unifergieの売却益の実現

を含め、2,700万ユーロとなりました。22 

非継続事業と非支配持分控除前の税引前23基礎利益は 3.3%増加して 28億 1,400万ユーロとなりました。基礎的実効税率

は 25.4%（2023年度第 2四半期比で 2.7パーセント・ポイント増） となりました。これは、課税対象外の小切手画像処

理の罰金に関する戻入れに関連する 2023年度第 2四半期のベース効果などによるものです。基礎的税金費用は 7億 300

万ユーロで、15.5%増加しました。非支配持分控除前の純利益は 21億 1,100万ユーロと安定的に推移しました。非支配持

分は 2024年第 2四半期には 7.0%増加して 2億 8,800万ユーロとなりました。非支配持分の変動は当期純利益の変動と乖

離しており、主に非支配持分の対象ではない Banco BPMの評価額の低下に関連しています。 

2024年第 2四半期の 1株当たり基礎的利益は、2023年第 2四半期と比べて 0.9%減少し、0.58ユーロになりました。 

  

                                            
20ローリング 4四半期の残高に対するリスク関連費用（ベーシス・ポイント）は、過去 4四半期のリスク関連費用を、当
該 4四半期の各期首時点の残高の平均で除して算出されています。 

21年換算の残高に対するリスク関連費用（ベーシス・ポイント）は、当四半期のリスク関連費用を 4倍し、当四半期の期
首時点の残高で除して算出されています。 

22Crédit Agricole Transition & Energieは、地域銀行が同社の株式資本の半分を取得したことから、2024年度第 2四半期か
ら持分法で会計処理されます。 

23特殊要因の詳細については、付属資料を参照のこと。 
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2024年上半期の表示純利益グループ帰属分は、2023年上半期の 32億 6,600万ユーロから 14.2%増加して 37億 3,100万

ユーロとなりました。 

2024年上半期の特殊要因は、表示純利益グループ帰属分に 2,500万ユーロのマイナスの影響を与えました。上記の第 2

四半期の項目に係る 500万ユーロのプラスの影響に加えて、2023年度第 1四半期の特殊要因が純利益グループ帰属分に

3,000万ユーロのマイナスの影響を及ぼしました。これには、DVA（負債評価調整）、FVAの発行体スプレッド部分、純

利益グループ帰属分における大口顧客部門の担保付き融資に係る 400万ユーロの利益、純利益グループ帰属分における大

口顧客部門のローンブックのヘッジに係る 100万ユーロの利益など、収益における変動の大きい経常的な会計項目が含ま

れました。これらの経常的な会計項目に加えて、2024年第 1四半期に固有の項目が多数ありました。すなわち、LCLの

純利益グループ帰属分における住宅購入貯蓄引当金の戻入による 100万ユーロ増、大口顧客部門の純利益グループ帰属分

の ISB統合費用による 1,000万ユーロ減、国際リテール・バンキング部門の純利益グループ帰属分のウクライナ・リスク

引当金の追加計上による 2,000万ユーロ減、プライベート・バンキング部門の純利益グループ帰属分の Degroof Petercam

の買収費用による 600万ユーロ減です。 

これらの特殊要因を除いた基礎純利益グループ帰属分は、2023年上半期と比べて 21.2%増の 37億 5,600万ユーロでし

た。 

基礎収益は、すべての事業ラインが原動力となり、2024年上半期と比べて 8.6%増加しました。基礎営業費用は、グルー

プの事業の発展および連結範囲変更の影響全体を反映し、2023年上半期比で 2.9%増加しましたが、SRF24積立期間の終

了により一部相殺されました。2024年上半期には、SRFを除いた基礎コスト比率は、2023年上半期と比べて 1.1パーセ

ント・ポイント上昇し、53.4%となりました。基礎営業総利益は 63億 1,100万ユーロとなり、2023年上半期と比べて

15.9%増加しました。最後に、同期間に基礎リスク関連費用は 2.5%減少し、8億 400万ユーロとなりました（2023年上

半期は 8億 2,400万ユーロ）。 

  

                                            
242023年上半期の SRF費用は 5億 900万ユーロ 

クレディ・アグリコル S.A.－ 表示実績と基礎的実績（2024年上半期と 2023年上半期） 
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2024年上半期の 1株当たり基礎利益は 1.09ユーロとなり、2023年上半期と比べて 15.4%増加しました。 

基礎 RoTE25 は、基礎純利益グループ帰属分の年換算額26及び線形化で年換算された IFRICの下での費用に基づいて算出

されており、年換算後のその他 Tier 1債券のクーポンを控除して算出され（無形資産を除いたグループ帰属株主資本利益

率）、また償還 AT1債への為替の影響を控除して算出され、資本で認識されている特定の変動の大きい項目について修正

再表示され（含み損益を含む）、2024年上半期には 15.5%となり、2023年上半期と比べて 0.8パーセント・ポイント上

昇しました。 

  

                                            
25RoTE （有形株主資本利益率） の計算の詳細については、添付資料を参照してください。 
26年換算後の基礎純利益グループ帰属分は、IFRICの影響を線形化で年換算して各期間を修正することによって、基礎純
利益グループ帰属分の年換算（第 1四半期 X 4、上半期 X 2、9ヶ月累計期間 X 4/3）したものに相当します。 
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クレディ・アグリコル S.A.の各事業部門の活動及び業績の分析 

アセット・ギャザリング部門の活動 

2024年第 2四半期のアセット・ギャザリング部門の運用資産は、Degroof Petercamと Alpha Associatesの連結に関連す

る連結範囲変更の影響（770億ユーロ増）、資産運用、保険、ウェルス・マネジメントの 3事業部門における良好な水準

の純資金流入（合計 180億ユーロ増）、およびプラスの市場効果（200億ユーロ増）により、前四半期比 1,150億ユーロ

増（4.5%増）の 2兆 7,630億ユーロとなりました。前年同期比では、運用資産は 11.7%増加しました。 

保険事業（クレディ・アグリコル・アシュアランス）は、2024年第 2四半期に非常に好調で、総保険料収入は、貯蓄・

退職保険、損害保険、死亡・高度障害・債権者・団体保険の 3分野すべてで増加し、2023年度第 2四半期と比べて

18.9%増加して 108億ユーロとなりました。上半期の保険料収入は全体で 231億ユーロとなり、2023年上半期と比べて

11.2%の増加となりました。 

貯蓄・退職保険部門では、第 2四半期の保険料収入は 2023年度第 2四半期比で 23.1%増の 81億ユーロとなりました。こ

れは、第 1四半期に開始されたフランスでのユーロ支払いボーナス・キャンペーンに加えて、国際事業が回復し、ユーロ

の総流入額を押し上げたことによるものです。総流入額に占めるユニット・リンク型商品の比率は 32.2%で、2023年度

第 2四半期に比べて 13.1パーセント・ポイント低下しました。比率の低下は、ユーロの総流入額の回復とユニット・リン

ク型商品の市場環境の悪化、特にユニット・リンク型債券の魅力の低下に関連しています。当四半期の純流入額は大幅に

改善し 15億ユーロとなりました。これは主に、ユニットリンク型商品（7億ユーロ増）とユーロ・ファンド（8億ユーロ

増）の純流入額合計の増加によるものです。貯蓄・退職保険部門の 6月末時点の保険料収入は 167億ユーロで、2023年 6

月末に比べて 12.7%増加しました。 

生命保険の運用資産（貯蓄・退職金・葬儀保険）は過去最高水準の 3,379億ユーロとなり、前年同期比（117億ユーロ

増、3.6%増）および前半期比（2023年 12月末比で 76億ユーロ増、2.3%増）のいずれも増加しました。この運用資産水

準を後押ししたのは、純資金流入の増加に加え、プラスの市場効果でした。運用資産に占めるユニット・リンク型商品の

割合は 29.5%に達し、前年比 1.6パーセント・ポイント上昇し、2023年 12月末比 0.6パーセント・ポイント上昇しまし

た。 

政策参加準備金（PPE27 ）は 2024年 6月 30日時点で 92億ユーロとなり、ユーロ残高の 4.2%でした。 

損害保険事業では、2024年第 2四半期の保険料収入は 13億ユーロと、2023年第 2四半期と比べて 6.3%増加28しまし

た。この伸びは数量と価格の効果によるものでした。実際、2024年 6月末時点で、ポートフォリオの件数は 1,640万件と

なり29、前年比で 5.2%増となりました。また、平均保険料は、商品構成の変化に加え、料率改定の効果もあって上昇しま

した。最後に、2024年 6月末時点のコンバインドレシオは 94.6%となり30 、前年同期の積立金増加の影響により、前年同

期比で 1.3パーセント・ポイント減と改善しました。2024年 6月末時点の保険料収入は合計で 37億ユーロとなり、2023

年上半期に比べて 7.3%増加しました。 

死亡・高度障害、債権者保険及び団体保険では、2024年度第 2四半期の保険料収入は 14億ユーロとなり、2023年度第 2

四半期から 8.9%増加しました。国際事業が好調であったことから、債権者保険の保険料収入は 2023年度第 2四半期比で

8.7%増加しました。死亡・障害保険の保険料収入は 2023年度第 2四半期比で 9%増加しました（主に団体保険が牽引

し、35.2%の大幅増）。2024年 6月末時点の保険料収入は合計で 27億ユーロとなり、2023年上半期に比べて 7.5%増加

しました。 

 

資産運用（アムンディ）は、2024年第 1四半期の資金流入が非常に良好でした。 

アムンディの運用資産は 2024年 6月 30日現在、前年同期比で 9.9%増、四半期比で 1.9%増の 2兆 1,560億ユーロと過去

最高になりました。当四半期に運用資産が 400億ユーロ増加したのは、166億ユーロのプラスの市場および為替効果、

                                            
27連結範囲「生命保険フランス」 
28損害保険料収入には、2024年第 2四半期に CATU（ポーランドの損害保険事業体）が 2024年 1月 1日に遡及して初め
て連結されることに伴う連結範囲変更の影響、損害保険料収入の伸びへの 0.9%のプラスの影響（2023年第 2四半期と
2024年第 2四半期の CATU を除いた保険料収入の 5.4%増）、ポートフォリオの伸びへの 2.0%のプラスの影響、すな
わち 31万件の契約の影響（2023年度第 2 四半期と 2024年度第 2四半期の CATUを除いた保険料収入は 3.2%増）が
含まれます。 

29連結範囲：フランス内外の損害保険 
30割引を含め、割戻を除いた再保険料控除後のフランスの P&C（Pacifica）のコンバインドレシオは、保険料収入に対す
る（保険金+営業費用+手数料収入）。2024年上半期に関して算定しています。2024年上半期の割引の効果を除いた純
コンバインドレシオは 97.3%（前年比 1.3パーセント・ポイント減）となりました。 
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Alpha Associatesの統合（80億ユーロ）、155億ユーロの純資金流入によるものでした。 

当四半期の純資金流入は、リスク回避的な環境にもかかわらず、アクティブ運用とパッシブ運用の双方における中長期資

産31からの活発な資金流入（150億ユーロ増）が牽引しました。アクティブ運用は引き続き、債券戦略への強い関心の恩

恵を受けました。資金流入の勢いはトレジャリー商品 31からの季節的な資金流出によって一部相殺され、毎年第 2四半期

には企業による配当支払いに連動した償還が見られます。最後に、ジョイント・ベンチャーは引き続き商業向けの勢いが

堅調で、純資金流入は 116億ユーロとなり、すべての国、とりわけインド（SBI MFは 94 億ユーロ増）、韓国、それに中

国でのプラスの寄与を反映しました。 

顧客セグメント別では、リテールの資金流入（2024年第 2四半期に 22億ユーロ）は、パッシブ運用とトレジャリー商

品、それに過去 2四半期からはアクティブ運用を中心に、サードパーティ・ディストリビューターの高い伸び（54億ユー

ロ）が牽引しました。しかし、フランスおよび国際ネットワークからの資金流入は他の低リスク貯蓄商品（規制対象貯

蓄、フランスにおける従来の生命保険の魅力的なリターンの回復、イタリアの新規国債）での競争による影響を受けまし

た。機関投資家セグメントも、従業員持株制度による従業員貯蓄、ユーロ建て契約における生命保険市場の好転による保

険のマンデート、そしてとりわけ、マルチ資産における新たな機関投資家向けマンデートを伴う機関投資家およびソブリ

ンなどで、多額の資金流入がありました。一方、トレジャリー商品では急激な季節的な資金流出がありました。 

 

ウェルス・マネジメントでは、総運用資産（CAインドスエズ・ウェルス・マネジメントと LCLプライベート・バンキン

グ）は 2024年 6月末現在で 2,690 億ユーロとなり、2024年 3月末から 36.6%増加し、2023年 6月末から 44.6%増加し

ました。インドスエズ・ウェルス・マネジメントの 2024年 6月末現在の運用資産は、市場効果（13 億ユーロ増）、純資

金流入（12 億ユーロ増）、それに当四半期の Degroof Petercamの統合に伴う連結範囲変更の影響（692 億ユーロ増）に

より、2024年 3月末から 53.9%増（718 億ユーロ増）の 2,049 億ユーロ32となりました。LCLのプライベート・バンキン

グ部門の 2024年 6月末現在の総運用資産は、2024年 3月末から 3億ユーロ（0.4%）増の 638億ユーロとなりました。 

 

アセット・ギャザリング部門の業績 

2024年第 2四半期の AGの収益は 19億 4,400万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 12.2%増加しました。こ

の増加は、資産運用、保険、ウェルス・マネジメントの 3つの事業ラインすべてが好業績を上げたことによるものです。

費用は 13.7%増加し、8億 1,300万ユーロとなりました。その結果、コスト比率は、2023年度第 2四半期と比べて 0.6パ

ーセント・ポイント上昇し、41.8%となりました。営業総利益は 11億 3,100万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比

べて 11.2%増加しました。税金は 14.8%増加して 2億 3,800万ユーロとなりました。AGの純利益グループ帰属分は、

2023年度第 2四半期と比べて 8.9%増の 7億 3,600万ユーロでした。 

AGの 2024年上半期の収益は 37億 3,300万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 7.3%増加しました。この増加は、保

険、資産運用、ウェルス・マネジメントの 3つの事業ラインすべてが非常に高水準の収益を上げたことによるものです。

SRFを除いた費用は、9.6%増加しました。その結果、SRFを除いたコスト比率は、2023年上半期と比べて 0.9パーセン

ト・ポイント上昇し、42.0%となりました。営業総利益は 21億 6,600万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 6.1%増加

しました。税金は 5.0%増加して 5億 200万ユーロとなりました。AGの純利益グループ帰属分は、2023年上半期と比べ

て 5.7%増の 14億 5,300万ユーロでした。純利益グループ帰属分は 2023年上半期から 2024年上半期に、資産運用

（7.1%増）と保険（9.0%増）では増加しましたが、ウェルス・マネジメント（38.8%減）では減少しました。 

2024年上半期に、アセット・ギャザリング部門は、クレディ・アグリコル S.A.の中核事業（コーポレート・センター部

門を除く）の基礎純利益グループ帰属分の 36%、コーポレート・センター部門を除いた基礎収益の 27%に寄与しまし

た。 

2024年 6月 30日現在で同部門に配分された資本は 128億ユーロで、この内訳は、保険が 107億ユーロ、資産運用が 13

億ユーロ、ウェルス・マネジメントが 9億ユーロでした。同部門のリスク・ウェイト資産は 555億ユーロで、この内訳

は、保険が 326億ユーロ、資産運用が 138億ユーロ、ウェルス・マネジメントが 91億ユーロでした。 

2024年上半期の基礎 RoNE（調整株主資本利益率）は 26.9%でした。 

  

                                            
31ジョイント・ベンチャーを除く 
32機関投資家顧客のカストディー資産を除く 
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保険事業の業績 

2024年度第 2四半期の保険事業の収益は 7億 7,400万ユーロとなり、2023年度第 2四半期に比べて 15.8%増加しまし

た。保険事業の収益の内訳は、貯蓄・退職金保険が 4億 7,600万ユーロ33、個人保障が 1億 1,500万ユーロ34、損害保険が

7,500万ユーロでした35 。この増収は、運用資産の伸びと力強い事業モメンタム、それに業績の上振れによるものでし

た。 

契約上のサービスマージン（CSM）は、株式再評価のマイナスの影響（市場効果）により、237億ユーロと 2023年 12月

31日からやや減少しました（0.8%減）。2024年上半期の新事業は CSMの配分よりも影響が大きく、2024年上半期のス

トックの年率換算 CSM配分係数は 8.7%でした。 

当四半期の帰属不能の費用は 8,800万ユーロで、2023年度第 2四半期から 17.7%増加しました。これは、2024年 1月 1

日に設定されたイタリアの保険会社の保証基金が帰属不能であること、また 2024年 6月 30日の CATU（ポーランド）の

連結によるものでした。営業総利益は 6億 8,600万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 15.6%増加しました。

純利益グループ帰属分は、2023年度第 2四半期と比べて 14.5%増の 4億 9,500万ユーロでした。 

2024年上半期の保険事業からの収益は 14億 9,600万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 8.4%増加しました。営業総

利益は 13億 1,700万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 7.7%増加しました。非帰属費用は 1億 7,900万ユーロ

（14.6%増）となりました。コスト比率は 12.0%となり、中期経営計画で設定されている目標上限の 15%を下回りまし

た。純利益グループ帰属分は、2023年上半期比で 9.0%増の 9億 8,900万ユーロとなりました。 

2024年 6月 30日現在、クレディ・アグリコル・アシュアランスのソルベンシーレシオは 200%となり、その堅固さが改

めて示されました。保険は、2024年 6月末におけるクレディ・アグリコル S.A.の主力事業（コーポレート・センター部

門を除く）の基礎純利益グループ帰属分の 24%に寄与し、また基礎収益の 11%に寄与しました。 

  

                                            
33葬儀保証を含む契約上のサービスマージン （CSM）とリスク調整（RA）の配分額 
34CSMと RAの配分額 
35再保険費用控除後（業績を除く） 
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資産運用の業績 

2024年度第 2四半期の資産運用事業の収益は 8億 6,400万ユーロとなり、2023年度第 2四半期に比べて 7.5%増加しまし

た。運用報酬が 2023年度第 2四半期比で 6.7%増加しましたが、これは、好調な事業活動とジョイント・ベンチャーを除

く平均運用資産の増加（前年同期比 8.1%増）を反映しています。成功報酬は 2023年度第 2四半期比でほぼ横ばいでした

が、2024年度第 2四半期に結晶化の水準が高かったため、2024年度第 1四半期比では増加しました。アムンディ・テク

ノロジーの収益は 2023年度第 2四半期と比べて 10.1%増加しました。純金融収入は、短期金利上昇の好影響により、

2023年度第 2四半期比で増加しました。営業費用は 4億 7,100万ユーロ（7.1%増）となりましたが、これは投資の加速

と増収の変動報酬への影響を反映しています。乖離効果は当四半期、プラスとなりました。その結果、コスト比率は

54.5%となり、前年同期比でわずかに改善しました（0.2パーセント・ポイント減）。営業総利益は 2023年度第 2四半期

と比べて 8.0%増加しました。アムンディのアジアのジョイント・ベンチャーからの貢献で構成される持分法適用会社の

寄与は、2023年度第 2四半期から 19.9%増加して 3,300万ユーロとなりました。これはインドの SBI MFの寄与の大幅な

拡大などが牽引しました。税金費用は 5.1%増の 9,500万ユーロでした。全体として純利益グループ帰属分は、2023年度

第 2四半期比 8.4%増の 2億 1,800万ユーロでした。 

資産運用事業の総収益は 2024年上半期、運用報酬の持続的な伸び、アムンディ・テクノロジーの収益（3,500 万ユー

ロ、21.7% 増）および純金融収入の急増を反映し、5.8%増となりました。しかし、成功報酬は減少しました。純運用報酬

の伸びは、ジョイント・ベンチャーを除く平均運用資産の伸びをやや下回りました。これは、顧客のリスク回避を背景と

した商品構成の悪化による利鞘の若干の低下を反映しています。SRFを除く営業費用は、5.7%増加しました。SRFを除

いたコスト比率は 55.1%で、2023年上半期と比較して安定しています。その結果、営業総利益は、2023年上半期と比べ

て 6.3%増加しました。持分法適用会社の当期純利益は 24.6%増加しました。全体として、純利益グループ帰属分は、

7.1%増加して 4億 1,500万ユーロとなりました。 

資産運用は、2024年上半期におけるクレディ・アグリコル S.A.の主力事業（コーポレート・センターを除く）の基礎純

利益グループ帰属分の 10%に寄与し、また基礎収益の 12%に寄与しました。 

2024年 6月 30日時点で、資産運用事業部門に配分された資本は 13億ユーロ、リスク・ウェイト資産は合計 138億ユー

ロになりました。 

 

ウェルス・マネジメントの業績36 

Degroof Petercamの買収の完了については、2024年 6月 3日に過半数の 65%の株式の取得が完了しました。そのため、

以下に記載の財務データには、Degroof Petercamの 1か月間の収入が含まれています37 。株式公開買付の完了により、

2024年 7月 26日時点でインドスエズの Degroof Petercam株は 78.7%に増加しました。 

ウェルス・マネジメントの 2024年度第 2四半期の収益は 3億 700万ユーロとなり、2023年度第 2四半期に比べて 17.3%

増加しました 37。収益は 2024年 6月の Degroof Petercamの統合の影響の恩恵を受けました。この影響を除けば、収益を

支えたのは好調な運用・取引手数料、手数料収入で、金利収入の減少を相殺しました。費用は合計 2億 5,500万ユーロと

なり、2023年度第 2四半期比で 26.6%増加しました。これは、2024年 6月の Degroof Petercamの統合の影響 37、2024

年度第 2四半期の統合費用 500万ユーロ、それに税金と不動産に関する 2023年のベース効果によるものです38 。これら

の影響の修正再表示後の費用の伸びは抑制され、2023年度第 2四半期比で 1.3%増となりました。その結果、2024年度第

2四半期のコスト比率は、2023年度第 2四半期と比べて 6.1パーセント・ポイント上昇し、83.1%となりました。営業総

利益は 5,200万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 13.6%減少しました。2024年第 2四半期のその他資産の純

利益はマイナス 1,200万ユーロで、これは Degroof Petercamの買収費用に相当し、個別項目として再表示されていま

す。純利益グループ帰属分は 2,400万ユーロで、2023年度第 2四半期比で 44.9%減少しましたが、Degroof Petercamの

統合・買収費用の修正再表示および税金および不動産に関する 2023年のベース効果後では 5.8%増となりました 38。 

2024年上半期には、ウェルス・マネジメントの収益は 2023年上半期比 9.2%増加し、特に 2024年 6月の Degroof 

Petercamの統合が寄与し、5億 7,000万ユーロに達しました。FRUを除いた費用は、2024年 6月の Degroof Petercam

の統合の影響 37、統合費用、それに税金および不動産に関する 2023年のベース効果 38により、16.1%増加しました。こ

れらの影響の修正再表示後の費用の伸びは抑制され、2023年上半期比で 3.1%増となりました。営業総利益は 12.0%減少

し、1億 200万ユーロとなりました。2024年上半期のその他資産の純利益はマイナス 2,000万ユーロで、これは Degroof 

                                            
36インドスエズ・ウェルス・マネジメントの連結範囲 
37Degroof Petercamの 6月のデータがウェルス・マネジメントの業績に含まれます。収益は 4,900万ユーロ、費用は

3,500万ユーロでした。 
38税金および不動産に関する 2023年度第 2四半期のベース効果は費用 1,050万ユーロで、純利益グループ帰属分への影響
は 840万ユーロです。 
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Petercamの買収費用に相当し、個別項目として再表示されています。純利益グループ帰属分は 4,900万ユーロで、2023

年上半期比で 38.8%減少しましたが、Degroof Petercamの統合・買収費用の修正再表示および 2023年のベース効果後で

は 3.8%減となりました 38。 

ウェルス・マネジメントは、2024年 6月末におけるクレディ・アグリコル S.A.の事業部門の基礎純利益グループ帰属分

（コーポレート・センター部門を除く）の 2%に寄与し、基礎収益の 4%に寄与しました。 

2024年 6月 30日現在、ウェルス・マネジメントに配分された資本は 9億ユーロで、リスク・ウェイト資産は 91億ユー

ロでした。 

 

大口顧客部門の活動 

法人営業及び投資銀行部門（CIB）は、2024年度第 2四半期も大幅な好業績となりました（第 2四半期および半期では過

去最高の収益）。資産運用サービス事業も当四半期、好調に推移しました。 

CIBの第 2四半期の基礎収益は、2つの事業ラインの成長が牽引し、2023年度第 2四半期比 7.3%増の 16億 6,400万ユー

ロと大幅に増加しました。ファイナンス事業による収益は 2023年度第 2四半期比で 5.2%増の 8億 1,700万ユーロとなり

ました。主な原動力となったのは、国際貿易・取引銀行業務と法人組成およびテレコム業務の発展を牽引役とする商業銀

行事業の好調な業績（2023年度第 2四半期比で 12.6%増）でした。資本市場及び投資銀行業務も、資本市場業務の好業

績の継続（2023年度第 2四半期比 1.7%増）、また、投資銀行業務、特にストラクチャードエクイティと当四半期中の 

M&A 事業の回復により、2023年度第 2四半期比 9.4%増の 8億 4,700万ユーロの増収となりました。 

よって、ファイナンス事業はシンジケート・ローンにおける主導的地位を確認しました（フランスで第 2位39 、EMEAで

第 2位 39Erreur !Signet non défini.Erreur !Signet non défini..）。クレディ・アグリコル CIBは、債券発行における高い地位を再確認し

（世界全体のすべてのユーロ建債で第 3位 3939）、ユーロ建てグリーンボンド、ソーシャルボンド、サステナブルボンド

で第 2位となりました40 。2024年第 2四半期の規制上の VaRの平均は 1,010万ユーロで、ポジションと金融市場の変動

を反映して、2024年第 1四半期の 1,150万ユーロから減少しました。慎重なリスク管理を反映した水準で推移しました。 

さらに、2024年度第 2四半期には、RBCインベスター・サービシズ（現 CACEISインベスター・サービシズ・バンク

（ISB））への統合が、2024年 5月 31日の CACEISの法人の実質的合併と顧客ポートフォリオの移行開始により、引き

続き進められます。留意事項として、ISBの統合費用は 2024年、2024年度第 2四半期の 2,500万ユーロ、2024年上半期

に計上される 4,500万ユーロ（第 1四半期に 2,000万ユーロを計上）を含め、約 8,000万ユーロから 1億ユーロが計上さ

れます。 

2024年度第 2四半期は、ISBの統合と活発な顧客事業が、市場のマイナスの影響により同四半期に減速したものの、

2024年の運用資産の伸びを下支えしました。カストディ資産は 2024年 6月末時点で、2024年 3月末比 1.0%減、2023

年 6月末比 16.2%増の 4兆 9,660億ユーロとなりました。管理資産は当四半期、0.3%の微増、前年同期比では 50.4%の増

加となり、2024年 6月末時点で 3兆 4,260億ユーロとなりました。 

大口顧客部門の業績 

2024年度第 2四半期には、法人営業及び投資銀行部門及び資産運用サービス部門の好調な業績により、大口顧客部門の

表示収益は 22億 2,300万ユーロと記録的な水準に達し、2023年度第 2四半期比で 16.7%増加しました。同部門の当四半

期の特殊要因は、ファイナンス事業に 4,210万ユーロの影響を及ぼしました。内訳は、DVA（FVAの発行体スプレッド部

分と担保付き融資）が 3,700万ユーロ、ローンブックのヘッジが 500万ユーロでした。営業費用は、変動報酬と開発を支

援するための IT投資、それに ISBの連結範囲変更の影響（1億 400万ユーロ）により、2023年第 2四半期から増加しま

した（16.0%増）。また、ISBの統合費用 2,500万ユーロを計上し、個別項目として修正再表示しています。その結果、

同部門の営業総利益は 10億 1,900万ユーロとなり、2023年第 2四半期と比べて 17.2%増と大幅に増加しました。2024

年度第 2四半期のこの事業部門のリスク関連費用は 3,900万ユーロの純繰入となりました。これに対して 2023年度第 2

四半期は 3,200万ユーロの繰入でした。税引前の表示利益は 9億 9,300万ユーロとなり、当期中に大幅に増加しました

（17.6%増）。税金費用は 2億 4,800万ユーロでした。最後に、2024年度第 2四半期の表示純利益グループ帰属分は 6億

9,400万ユーロになりました。これに対し、2023年度第 2四半期の表示利益は 6億 2,200万ユーロでした。2024年度第 2

                                            
39リフィニティブ 
40ブルームバーグ 



 

プレスリリース-2024年第 2四半期および上半期 

 

 

四半期の基礎純利益グループ帰属分は 6億 7,700万ユーロとなりました（2023年度第 2四半期は 6億 3,300万ユーロ）。 

2024年上半期には、大口顧客部門の収益は 44億 8,900万ユーロ（2023年上半期比 13.5%増） と、過去最高を記録しま

した。SRFを除く営業費用は、主に人件費と IT投資の増加に伴い、ISBの統合費用 4,500万ユーロを含め、2023年上半

期と比べて 15.9%増の 25億 100万ユーロとなりました。従って、2024年上半期の営業総利益は 19億 8,800万ユーロと

なり、2023年上半期から 33.8%増加しました。2024年上半期のリスク関連費用は、500万ユーロの純繰入となりまし

た。これに対して、2023年上半期は 6,800万ユーロの純繰入でした。当部門の基礎純利益グループ帰属分への寄与は 14

億 1,600万ユーロとなり、2023年上半期と比べ 41.8%増と急増しました。2024年上半期の基礎純利益グループ帰属分は

14億 400万ユーロとなりました（2023年上半期は 10億 3,300万ユーロ）。 

同部門は、2024年 6月末時点におけるクレディ・アグリコル S.A.の中核事業（コーポレート・センター部門を除く）の

基礎純利益グループ帰属分の 34%に寄与し、またコーポレート・センター部門を除いた基礎収益の 32%に寄与していま

す。 

2024年 6月 30日時点で、当部門に配分された資本は合計 136億ユーロで、リスク・ウェイト資産は 1,429億ユーロでし

た。 

2024年 6月末時点で、基礎 RoNE（調整株主資本利益率）は 20.7%になりました。 
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法人営業及び投資銀行部門の業績 

2024年度第 2四半期、法人営業及び投資銀行部門の銀行業務の表示純利益は、全業務部門の好業績に牽引され、特に好

調だった 2023年度第 2四半期比 11.2%増の 17億 600 万ユーロと過去最高の業績となりました。法人営業及び投資銀行

部門の当四半期の特殊要因は、4,210万ユーロの影響を及ぼしました。内訳は、DVA（FVAの発行体スプレッド部分と担

保付き融資）が 3,700万ユーロ、ローンブックのヘッジが 500万ユーロでした。営業費用は 3.9%増加し（SRFを除

く）、8億 3,900万ユーロとなりました。これは、変動報酬と IT投資によるものでした。営業総利益は 2023年度第 2四

半期比で 19.3%増と大幅に増加し、8億 6,700万ユーロの高水準になりました。当四半期のコスト比率は、3.4パーセン

ト・ポイント減と大幅に改善して 49.2%となりました。リスク関連費用は 3,000万ユーロの純繰入となり、2023年度第 2

四半期比で横ばいとなりました。最後に、2024年第 2四半期の税引前利益は 8億 4,100万ユーロとなりました（2023年

度第 2四半期は 6億 9,700万ユーロ）。税金費用は 2億 900万ユーロでした。これにより、2024年度第 2四半期の表示

純利益グループ帰属分は 12.9%増と大幅に増加し、6億 1,800万ユーロとなりました。 

2024年上半期の銀行業務の表示純利益は 2023年上半期と比べて 7.4%増の 34億 6,400万ユーロとなり、半期ベースで過

去最高を記録しました。当上半期の特殊要因は、4,940万ユーロのプラスの影響を及ぼしました。内訳は、DVA（FVAの

発行体スプレッド部分と担保付き融資）に係る利益が 4,200万ユーロ、ローンブックのヘッジに係る利益が 700万ユーロ

でした。営業費用は 4.2%増（SRFを除く）となりました。これは主に変動報酬と事業ラインの発展を支援するための IT

投資によるものでした。その結果、営業総利益は 17億 300万ユーロと急増しました（2023年上半期と比べて 34.7%

増）。2024年上半期のリスク関連費用は、700万ユーロの純戻入れとなりました。これに対して、2023年上半期は

6,500万ユーロの純繰入でした。税金費用は活動の増加に伴い、38.9%増の 4億 1,400万ユーロとなりました。最後に、

2024年上半期の表示純利益グループ帰属分は同期間中に 44.3%増加し、12億 6,900万ユーロとなりました。2024年上半

期の基礎純利益グループ帰属分は 12億 3,300万ユーロとなりました（2023年上半期は 9億 1,400万ユーロ）。 

2024年 6月末のリスク・ウェイト資産は、2024年 3月末比で 48億ユーロ増の 1,313億ユーロになりました。この増加

は主に事業ラインの自律的成長によるものでした。 
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資産運用サービスの業績 

2024年度第 2四半期の資産運用サービスの収益は、2023年第 2四半期比で 39.5%増加し、5億 1,700万ユーロとなりま

した。これには、ISBの統合に伴う連結範囲変更の影響 1億 700万ユーロが含まれます。この増収は、資産の増加に伴う

高水準の手数料収入などによるものでした。営業費用は 58.2%（SRFを除く）増加し、3億 6,500万ユーロとなりまし

た。これには、ISBによる連結範囲変更の影響 1億 400万ユーロと、特殊要因として修正再表示された ISBの統合費用

2,500万ユーロ（2023年度第 2四半期の統合費用は 630万ユーロ）が含まれます。連結範囲変更の影響と統合費用を除く

と、営業費用は 2023年度第 2四半期比 5.6%増となりました。その結果、2024年度第 2四半期の営業総利益は 1億

5,200万ユーロとなり、過去最高の伸び（6.8%増）となりました。その結果、コスト比率は、8.4パーセント・ポイント

増加し、70.6%（SRFを除く）となりました。ISBの統合費用を除いたコスト比率は 2023年度第 2四半期比 5.3ポイン

ト上昇し、65.9%（SRFを除く）となりました。また、当四半期には持分法適用会社からの所得 800万ユーロも計上しま

した。純利益は 1億 1,300万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 3.3%増加しました。非支配持分 3,600万ユー

ロ控除後の、当部門の純利益グループ帰属分への寄与は 2024年度第 2四半期に 7,700万ユーロとなり、前年同期比で

2.5%増加しました。 

2024年上半期の表示収益は 2023年上半期に比べて 40.3%増加しました。ISBの統合、好調な商業的モメンタム、期間中

の利鞘の上昇傾向が追い風となりました。SRFを除いた費用は 58.1%増となり、2024年上半期の 2億 700万ユーロの連

結範囲変更の影響に加えて、ISBの事業買収に関連する 4,500万ユーロの統合費用を含みます（2023年上半期の統合費用

は 950万ユーロ）。これを受けて、営業総利益は 2023年上半期と比べて 29%増と、大幅増加しました。ISBの統合費用

を除いたコスト比率は 2023年度第 2四半期比 5.1ポイント上昇し、67.8%となりました。その結果、純利益は 24.7%増

加しました。2024年上半期の純利益グループ帰属分に対する同部門全体の寄与は 1億 4,800万ユーロとなり、2023年 6

月 30日と比べて 24.0%増加しました。 

 

専門金融サービス部門の活動 

クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス＆モビリティーズ（CAPFM）の商業組成は 2024年度第 2四半期に合

計 120億ユーロとなり、2023年度第 2四半期に比べて 11.0%減少しました。中国のGAC Sofnicoでの減少が影響しまし

た。しかし、2024年度第 1四半期と比べると 2.8%増加しました。四半期の新規組成件数に占める自動車ローン41の割合

は当四半期、50.6%でした。組成の平均顧客向け金利は、2024年度第 1四半期から変動はありませんでした。2024年 6

月末時点の CAPFMの運用資産は 1,158億ユーロで、2023年 6月末比 8.2%増となりました。全事業（自動車事業で

13.9%増42 、 LCLおよび地域銀行で 5.1%増、その他の事業体で 4.5%増）が牽引しました。最後に、2024年 6月末時点

の連結残高は合計 686億ユーロで、2023年第 2四半期比で 6.2%増加しました。 

クレディ・アグリコル・リーシング＆ファクタリング（CAL&F）の商業組成は、フランスの不動産リースおよび再生可

能エネルギーへの融資に牽引され、2023年度第 2四半期比 38.6%増となりました。機器リースは、ポーランドをはじめ

として良好な傾向が続きました。2024年 6月末時点のリース残高は、フランス国内と国外で前年比 8.5%増（フランス国

内が 7.2%増、国外 13.9%増）の 198億ユーロ（うちフランス国内が 157億ユーロ、国外 41億ユーロ）となりました。フ

ァクタリングの商業組成は、市場の縮小により、2023年度第 2四半期比で 21.4%減少しました43。2024年 6月末時点の

ファクタリング残高は、ファクタリング収益の増加（前年同期比 5.3%増）により、2023年 6月末比 7.8%増の 322億ユ

ーロとなりました。 

  

                                            
41CAオートバンク、自動車関連のジョイント・ベンチャー、その他の事業体の自動車事業 
42CAオートバンクと自動車関連のジョイント・ベンチャー 
43第 2四半期のファクタリング事業は前年同期比 2.6%減 - 出典：フランス金融会社協会（Association Française des 

Sociétés Financières）の専門機関の事業活動 
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専門金融サービス部門の業績 

専門金融サービス部門の 2024年度第 2四半期の収益は、合計 8億 8,900万ユーロとなり、2023年度第 2四半期比 23.5%

減となりましたが、モビリティ事業の再編に関連する 2023年度第 2四半期のベース効果44を除くと同 3.1%増でした。取

引件数、為替レート、連結範囲変更の好影響 45などの恩恵を受けました。費用は 4億 4,300万ユーロとなり、2023年度

第 2四半期比 3.1%増、2023年度第 2四半期のベース効果 44と連結範囲変更の影響45を除くと同 5.2%増となりました。コ

スト比率46は、2023年度第 2四半期と比べて 2.1パーセント・ポイント上昇し、49.8%となりました。営業総利益は 4億

4,700万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比較して 39.2%減、2023年度第 2四半期のベース効果 4444を除くと 1.7%

減となりました。リスク関連費用は 2億 1,100万ユーロとなり、2024年度第 2四半期比では 30.8%減、2023年度第 2四

半期のベース効果 4444を除くと 4.2%減となりました。当事業の純利益グループ帰属分は 1億 8,700万ユーロで、2023年

度第 2四半期比 38.4%減、2023年度第 2四半期のベース効果 4444を除くと 14%増となりました。 

 

2024年上半期の専門金融サービス部門の収益は 2023年上半期比で 5.4%減となりましたが、2023年度第 2四半期のベー

ス効果 44を除くと同 13.1%増となりました。これは、CAL&Fの好調な業績（2023年上半期比 8.6%増）と 2023年度第 2

四半期のベース効果 44を除いた CAPFM の収益の増加（2023年上半期比 14.5%増）によるものでした。2023年度第 2四

半期以降のモビリティ事業関連の戦略転換に関連する連結範囲変更の影響 49、特にクレディ・アグリコル・オートバンク

の完全連結、欧州 6か国における ALD事業および LeasePlan事業の連結、それに 2023年度第 3四半期の HiFlowの過半

数の株式取得が恩恵となりました。SRFを除く費用は、2023年上半期と比べて 12.0%増加しました。SRFと 2023年度

第 2四半期のベース効果 44を除いた費用は、連結範囲変更の影響 49の影響を含め、14.7%増加しました。連結範囲変更の

影響 49を除くと、4.2%増となりました。コスト比率 46は、2023年度第 2四半期と比べて 8.0パーセント・ポイント上昇

し、51.7%となりました。2023年度第 2四半期のベース効果 44を修正再表示すると、0.7パーセント・ポイントの上昇と

なりました。リスク関連費用は 2023年上半期比 7.2%減の 4億 2,900万ユーロとなりましたが、2023年度第 2四半期の

ベース効果 44を除くと 13.5%増となりました。この増加には連結範囲変更の影響 49などが含まれます。持分法適用会社の

寄与は 2023年度第 2四半期比で 30.1%減、クレディ・アグリコル・オートバンクの連結範囲変更の影響 49に関連する

2023年度第 2四半期のベース効果 44 を除くと同 38.7%減となりました。クレディ・アグリコル・オートバンクは 2023年

度第 2四半期に完全連結されましたが、それまでは持分法が適用されていました。その結果、純利益グループ帰属分は、

2023年上半期と比べて 23.5%減の 3億 3,000万ユーロとなりました。2023年度第 2四半期のベース効果 44を除いた純利

益グループ帰属分は前年同期比 13.2%増加しました。 

専門金融サービス部門は、2024年度第 2四半期におけるクレディ・アグリコル S.A.の中核事業（コーポレート・センタ

ー部門を除く）の基礎純利益グループ帰属分の 8%、コーポレート・センター部門を除く基礎収益の 12%に寄与しまし

た。 

2024年 6月 30日時点で、当部門に配分された資本は合計 68億ユーロで、リスク・ウェイト資産は 716億ユーロでし

た。 

2024年上半期の基礎 RoNE（調整株主資本利益率）は 9.1%でした。 

  

                                            
442023年度第 2四半期のモビリティ事業の再編に関連するベース効果：収益 2億 9,900万ユーロ、費用 1,800 万ユーロ、
リスク関連費用 8,500 万ユーロ、持分法適用会社 1,200万ユーロ、RNAA2,800 万ユーロ、純利益グループ帰属分 1億
4,000万ユーロ 

45欧州 6か国における ALD事業および LeasePlan事業ならびに 2023年度第 3四半期の Hiflowの過半数の株式取得に関連
する 2023年度第 2四半期比での連結範囲変更の影響：収益 2,400万ユーロ、費用 1,000万ユーロ 

46基礎コスト比率 
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消費者金融およびモビリティの業績 

2024年度第 2四半期の CAPFMの収益は 6億 9,500万ユーロとなり、2023年度第 2四半期比 29.1%減、2023年度第 2四

半期のベース効果 44を除くと同 2.0%増となりました。プラスの連結範囲変更の影響および数量効果 45（残高の増加）に

支えられ、組成マージンはほぼ 2024年度第 1四半期並みとなりました。費用は 3億 4,300万ユーロで、2023年度第 2四

半期と比べて 2.4%増加しました。2023年度第 2四半期のベース効果 44を除き、また連結範囲変更の影響 45を除いた費用

は 2023年度第 2四半期比で 5.2%増加しました。その結果、営業総利益は 3億 5,200万ユーロとなり、前年同期比 45.7%

減、2023年度第 2四半期のベース効果 44を除くと同 4.2%減となりました。コスト比率 46は 49.3%となり、2023年度第

2四半期に比べて 2.9パーセント・ポイント改善しました。リスク関連コストは 1億 9,100万ユーロとなり、2023年度第

2四半期比 33.2%減、2023年度第 2四半期のベース効果 44を除くと同 5.0%減となりました。したがって、残高に対する

リスク関連費用は 2023年度第 2四半期に比べて 20ベーシス・ポイント低下し、114ベーシス・ポイント47となりまし

た。2024年 6月末時点の不良債権比率は 4.3%となり、2024年 3月末から 0.2パーセント・ポイント上昇しましたが、不

良債権引当率は 75.8%となり、2024年 3月末から 2.9パーセント・ポイント低下しました。持分法適用会社の寄与は

2023年度第 2四半期から大幅に増加（2.2倍）しましたが、2023年度第 2四半期のベース効果 44を除くと 19.3%増とな

りました。その結果、2024年度第 2四半期の純利益グループ帰属分は 1億 3,200万ユーロとなり、前年同期比 49.7%減

となりました。2023年度第 2四半期のベース効果 44を除いた純利益グループ帰属分は前年同期比 7.8%増加しました。 

2024年上半期の CAPFMの収益は合計 13億 6,500万ユーロで、2023年上半期比 8.5%減少しましたが、2023年度第 2四

半期のベース効果 48 を除くと 14.5%増となりました。 2023年度第 2四半期以降のモビリティ事業関連の戦略転換に関連

する連結範囲変更の影響49、特にクレディ・アグリコル・オートバンクの完全連結、欧州 6か国における ALD事業および

LeasePlan事業の連結、それに 2023年度第 3四半期の HiFlowの過半数の株式取得が恩恵となりました。SRFを除く費用

は 6億 9,800万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 14.0%増加しました。SRFと 2023年度第 2四半期のベース効果等
48を除いた費用は、連結範囲変更の影響 49の影響を含め、2023年上半期比 17.5%増となりました。連結範囲変更の影響
49を除くと、同 3.7%増となりました。その結果、営業総利益は 6億 6,700万ユーロとなり、前年同期比 23.0%減、2023

年度第 2四半期のベース効果 48を除くと同 14.0%増となりました。コスト比率 50は 51.1%となり、2023年度第 2四半期

に比べて 10.1パーセント・ポイント上昇しました。2023年度第 2四半期のベース効果を修正再表示すると、1.3パーセ

ント・ポイントの上昇となりました。リスク関連費用は 3億 9,000万ユーロとなり、2023年上半期比 9.7%減となりまし

たが、2023年度第 2四半期のベース効果 48を除くと 12.3%増となりました。増加は連結範囲変更の影響 49などが含まれ

ています。持分法適用会社の寄与は 2023年度第 2四半期比で 28.4%減、クレディ・アグリコル・オートバンクの連結範

囲変更の影響に関連する 2023年度第 2四半期のベース効果 48を除くと同 37.1%減となりました。クレディ・アグリコ

ル・オートバンクは 2023年度第 2四半期に完全連結されましたが、それまでは持分法が適用されていました。その結

果、2024年上半期の純利益グループ帰属分は 2億 3,100万ユーロとなり、前年同期比 35.6%減となりました。2023年度

第 2四半期のベース効果 48を除いた純利益グループ帰属分は前年同期比 5.4%増加しました。 

 

リースとファクタリングの実績 

CAL&Fの総収益は 1億 9,400万ユーロとなり、2023年度第 1四半期と比べて 7.7%増加しました。この増加の原動力とな

ったのはすべて事業部門で、件数増加の好影響（ファクタリング収益および機器リース残高の増加）、ポーランドにおけ

る為替レートの好影響が恩恵となりました。マージンは上昇傾向となりました。費用は 6.1%増に抑制され、コスト比率

は、2023年度第 2四半期から 0.8パーセント・ポイント改善し、51.4%となりました50。営業総利益は 9.6%増の 9,400万

ユーロとなり、乖離効果は 1.6パーセント・ポイントのプラスとなりました。リスク関連費用は合計 2,000万ユーロとな

り、2023年度第 2四半期と比べて 4.6%増加しました。残高に対するリスク関連費用は、2023年度第 2四半期比横ばい

の 21ベーシスポイント 47となりました。その結果、純利益グループ帰属分は、2023年度第 2四半期に比べて 32.5%増加

して 5,500万ユーロとなりました。 

2024年上半期の収益は 3億 7,100万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 8.6%増加しました。SRFを除いた費用は、

6.1%増加して 1億 9,900万ユーロになりました。営業総利益は 2023年上半期から 24.0%増加し、1億 7,200万ユーロと

なりました。SRFを除いた基礎コスト比率は、2023年上半期と比べて 1.2パーセント・ポイント改善され、53.6%となり

                                            
47過去 4四半期の期首の平均残高に対する直近 4四半期のリスク関連費用の割合 
482023年度第 2四半期のモビリティ事業の再編に関連するベース効果：収益 2億 9,900万ユーロ、費用 1,800 万ユーロ、
リスク関連費用 8,500 万ユーロ、持分法適用会社 1,200万ユーロ、RNAA2,800万ユーロ、純利益グループ帰属分 1億
4,000万ユーロ 

492023年度第 2四半期の CAABの連結、欧州 6か国における ALD事業および LeasePlan事業の連結、ならびに 2023年
度第 3四半期の Hiflowの過半数の株式取得に関連する 2023年上半期比での連結範囲変更の影響：収益 2億 900万ユー
ロ、費用 8,200万ユーロ、リスク関連費用 3,600万ユーロ 

50基礎コスト比率 
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ました。リスク関連費用は 2023年上半期と比べて増加しました（27.6%増）。当部門の基礎純利益グループ帰属分への

寄与は 9,900万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 37.0%増加しました。 

クレディ・アグリコル S.A.リテール・バンキング部門の活動 

クレディ・アグリコル S.A.のリテール・バンキング部門の活動は当四半期も堅調で、顧客獲得は引き続き順調に進んでお

り、保険契約を締結した顧客数も高水準を維持しました。フランスの住宅ローンの組成は安定し、企業向け貸付はやや増

加しました。フランス以外の貸付は順調に増加しました。 

フランスのリテール・バンキング部門の活動 

2024年度第 2四半期には、新規顧客獲得数は 7万 2,000人、純顧客獲得数は 6,000人となりました。自動車保険、マル

チリスク住宅保険、健康保険、法的保険、すべての携帯電話保険または傷害保険におけるクロスセル・レートは、2023年

度第 2四半期と比べて 0.4パーセント・ポイント上昇し、2024年 6月末には 27.8%になりました。 

2024年度第 2四半期のローン組成は 60億ユーロとなり、前年同期比で 15%減少しました。ローン組成は法人向けの組成

が急増しましたが（37%増）、その他の組成は住宅ローンの組成を中心に減少しました（42%減）。住宅ローンの組成に

ついては、当四半期中に回復の兆しが見られました（2024年度第 1四半期比 18%増）。住宅ローンの組成率は 3.80%51

となり、2024年度第 1四半期から低下しました（36ベーシス・ポイント減）。住宅ローンの残高率は 2024年度第 1四

半期と比べて 4ベーシス・ポイント改善しました。 

貸出残高は当四半期に順調に推移し（2023年度第 2四半期比で 0.5%増）、2024年 6月末で 1,682億ユーロとなりまし

た。これには、住宅ローン（0.8%増）、スモールビジネス向け貸付（1.2%増）、企業向け貸付（0.3%減）、消費者金融

（1.6%減）が含まれます。当四半期中も貸出残高は横ばいで推移しました（2024年 3月比 0.1%増）。2024年 6月末の

顧客資産総額は 2,518億ユーロとなり、前年同期比 4.5%増となりましたが、2024年第 1四半期からは比較的変動はあり

ませんでした。定期預金残高はほぼ横ばいで（2024年 6月末に 2024年 3月末比で 0.6%増）、要求払預金は当四半期中

に回復しました（1.3%増）。オフ・バランスシートの預金は、前年同期比でプラスの市場効果から恩恵を受けました。 

イタリアのリテール・バンキング部門の活動 

2024年度第 2四半期、CAイタリアの総顧客獲得数は 4万 8,000人となり（2023年度第 2四半期比 7%増）、顧客基盤は

約 19,000人増加しました。 

CAイタリアの 2024年 6月末時点の貸出残高は 610 億ユーロ52で、2023年 6月末比で 2.2%増加しました。これは、主に

残高が 4.4%増加したリテール市場によるものでした。ローン組成は、イタリア市場の低迷にもかかわらず、すべての市

場における力強い勢いに牽引され、2023年度第 2四半期比 52.2%増と大幅に増加しました。53 特に、マーケティング戦略

が住宅ローンの組成を 39.8%押し上げました。ローン残高率は 2024年度第 1四半期並みで推移しました。 

2024年 6月末の顧客資産総額は 1,167億ユーロで、2023年 6月末と比べて 3.1%増加しました。オン・バランスシートの

預金は定期預金が原動力となり、前年比 2.5%増、2024年第 1四半期並みの高水準で順調に推移しています。資金調達コ

ストは引き続き抑制されており、オフ・バランスシートの預金は市場効果と資金流入の増加の恩恵を受けて 4.0%増加し

ました。 

自動車、マルチリスク住宅保険、健康保険、法的保険、すべての携帯電話保険及び傷害保険における CAイタリアのクロ

スセル・レートは 19.7%に上昇し、2023年度第 2四半期と比べて 1.8パーセント・ポイント上昇しました。 

イタリアのクレディ・アグリコル・グループの活動54 

当社グループのイタリアにおける事業は、2024年上半期も成長を続けました。2024年 6月末時点でサービスを提供した

顧客数は 600万人となり、イタリアにおける当グループの市場シェアは 5%55でした。 

                                            
512024年度第 2四半期の平均組成率 
52POCI残高の控除後 
53出典：2024年 7月のイタリア銀行協会（Abi）の月次見通し：すべてのローンについて、2024年 6月前年比 1.9%減、
年初来 1.2%減 
542024年 6月 30日現在、この範囲はイタリアに存在するすべてのグループ事業体の集計に対応しています。CAイタリ
ア、CAPFM（Agos、Leasys、CAオートバンク）、CAA（CA Vita、CACI、CA Assicurazioni）、アムンディ、クレデ
ィ・アグリコル CIB、CAIWM、CACEIS、CALEF 

55支店数 



 

プレスリリース-2024年第 2四半期および上半期 

 

 

クレディ・アグリコル・イタリアの NPSは商業銀行のなかで最も高いものです。56 当社グループの事業ラインは、消費者

金融で 2位57、資産運用で 3位58、生命保険バンカシュランスで 4位59 となりました。 

貸出残高は、2024年 6月末時点で 1,010億ユーロとなり、安定して推移しました（2023年 12月末比 1%増）。顧客資産

総額は 2024年 6月末時点で 3,380億ユーロに達しました（2023年 12月末時点と比べて 2%増）。 

国際リテール・バンキング（イタリアを除く）の活動 

イタリアを除く国際リテール・バンキングの 2024年 6月末時点の貸付残高は、2023年 6月末時点と比較して、現在の為

替レートで 1.4%増加しました（為替変動の影響を除くと 5.6%増）。顧客資産は同期間に現在の為替レートで 1.4%増加

しました（為替変動の影響を除くと 9.0%増）。 

特にポーランドでは、預金獲得競争が激しくなるなか、2023年 6月末比で貸付残高は 6.4%増（為替変動の影響を除くと

3.4%増）、顧客資産は同期間で 8.6%増（為替変動の影響を除くと 5.5%増）となりました。ポーランドにおけるローン組

成も堅調に推移し、2023年度第 2四半期と比較して現在の為替レートで 31.9%増加しました（為替変動の影響を除くと

25.4%増）。 

エジプトでは、エジプト・ポンド安の影響により、ローン残高は 2023年 6月末から 2024年 6月末までに 12.4%減少し

ましたが、為替変動の影響を除くと 33.8%増加しました。同期間の資金流入は 26.1%減少しましたが、為替変動の影響を

除くと 12.8%増と引き続き大幅に増加しました。 

ポーランドとエジプトでは、2024年 6月 30日現在、融資を上回る預金が 17億ユーロあり、ウクライナを含めると 34億

ユーロに達しました。 

また当四半期には、クレディ・デュ・マロックの残存株式 15%を売却しました。 

 

フランスのリテール・バンキングの業績 

2024年第 2四半期の LCLの収益は 9億 7,900万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 2.2%増加しました。純金

利マージンは 2023年度第 2四半期比 10.9%増となりました。ローンの段階的な価格改定とマクロヘッジのプラス効果か

ら恩恵を受けた一方、プライベート・エクイティのポートフォリオの評価の上昇によるプラスの効果でやや相殺されたも

のの、顧客資源および市場借り換えコストの上昇の継続に苦戦しました。2023年度第 2四半期比では、ベース効果 60を除

いた手数料収入は横ばいとなりました。 費用は同 6.7%増の 5億 9,100万ユーロとなりました。一度限りの税務に関する

影響と退職給付に関するベース効果を修正再表示した場合、経常費用は同 4.4%増となりました。SRFを除いたコスト比

率は、2.6パーセント・ポイント増の 60.3%と低水準で推移しました。 

営業総利益は 5.4%減少し、3億 8,900万ユーロとなりました。 

リスク関連費用は 38%増の 9,500万ユーロとなりました（内訳は正常債権に対するリスク関連費用 400万ユーロ、確認済

みリスク関連費用 8,900万ユーロ、その他のリスク関連費用 200万ユーロ）。この増加は、特定の企業グループなどによ

るものです。  

                                            
56ネット・プロモーター・スコア 出典：2023年 10月の Doxaの調査 
57Assofinの発表、2024年 4月 30日（クレジットカードを除く） 
58運用資産 出典：Assogestioni（2024年 5月 31日） 
59組成。出典：IAMA（2024年 4月 30日） 
60「口座管理および決済手段」に含まれる、2023年度第 2四半期の小切手画像処理の罰金の戻し入れ 2,100万ユーロ 



 

プレスリリース-2024年第 2四半期および上半期 

 

 

それでも、残高に対するリスク関連費用は抑制され、22ベーシス・ポイントとなりました。2024年 6月末時点の不良債

権引当率は 60.8%となり、2024年 3月末時点に比べて 0.9パーセント・ポイント上昇しました。2024年 6月末の不良債

権比率は 2.0%となり、2024年 3月末並みとなりました（0.1パーセント・ポイント上昇）。この結果、純利益グループ

帰属分は、2024年度第 2四半期比で 14.3%減となりました。 

2024年上半期の LCLの収益は 19億 3,300万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 2.0%増加しました。純金利マージン

は、借り換えおよび資金調達コストの上昇（第 2四半期にはプライベート・エクイティのポートフォリオの評価上昇の影

響も見られました）を背景に、ローンの段階的な価格改定やマクロヘッジのプラスの影響により、上昇しました（5.3%

増）。ベース効果 60を除いた手数料収入は、保険と決済手段を中心に、2023年上半期比で 1.1%増加しました。SRFを除

いた費用は当四半期に 3.5%増加し（一度限りの税務に関する影響と退職給付に関するベース効果を除くと 2.4%増）、コ

スト比率は 61.7%（SRFを除くと 2023年上半期比 0.9パーセント・ポイント増）と引き続き抑制されました。営業総利

益は 6%増加しましたが、リスク関連費用は 58.5%増加しました。全体として、当部門の純利益グループ帰属分への寄与

は 3.7%減少し、3億 9,300万ユーロとなりました。 

最終的に、当部門は、2024年上半期におけるクレディ・アグリコル S.A.の中核事業（コーポレート・センター部門を除

く）の基礎純利益グループ帰属分の 10%に寄与し、またコーポレート・センター部門を除いた基礎収益の 14%に寄与し

ました。 

2024年 6月 30日時点で、当部門に配分された資本は合計 51億ユーロで、リスク・ウェイト資産は 537億ユーロでし

た。2024年上半期の LCLの基礎調整株主資本利益率（RoNE）は、14.4%でした。 

 

国際リテール・バンキングの業績61 

2024年第 2四半期には、国際リテール・バンキング部門の収益は 1億 270万ユーロとなり、2023年度第 2四半期と比べ

て 4.6%増加（為替変動の影響を除くと 7.4%増加）しました。第 2四半期のイタリアの預金保証基金への 5,800万ユーロ

の拠出を考慮した営業費用は 5億 5,500万ユーロとなり、前年同期比 10.3%増（為替変動の影響を除くと同 11%増）とな

りました。拠出の影響を修正再表示した場合の営業費用は引き続き抑制されました。その結果、営業総利益は 4億 7,200

万ユーロとなり、第 2四半期に 1.4%減少しました（為替変動の影響を除くと 3.0%増加）。リスク関連費用は 7,200万ユ

ーロとなり、2023年度第 2四半期と比べて 42.9%減少しました（為替変動の影響を除くと 42.6%減）。 

2024年度第 2四半期の CAイタリア、CAエジプト、CAポーランド、CAウクライナの全体の純利益グループ帰属分

は、15.6%増（為替変動の影響を除くと 22.0%増）の 2億 2,800万ユーロとなりました。 

2024年上半期の国際リテール・バンキング部門の収益は 6.9%増の 20億 8,500万ユーロ（為替変動の影響を除くと 1.9%

増）でした。SRFと DGS（イタリアの預金保証基金）を除く費用は 10億 200万ユーロとなり、2023年上半期と比べて

1.5%増加しました。営業総利益は 10億 2,400万ユーロとなり、10.8%増加しました（為替変動の影響を除くと 3.7%

増）。リスク関連費用は 1億 5,400万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 36.0%減少しました（為替変動の影響を除

くと 14.9%減）。全体として、国際リテール・バンキングの純利益グループ帰属分は、2023年上半期の 3億 7,500万ユ

ーロから、4億 8,500万ユーロとなりました。 

国際リテール・バンキング部門では、2024年上半期に、クレディ・アグリコル S.A.の事業部門（コーポレート・センタ

ーを除く）の基礎純利益グループ帰属分の 12%、コーポレート・センターを除いた基礎収益の 15%に寄与しました。 

2024年 6月 30日現在、国際リテール・バンキング部門に配分された資本は 44億ユーロで、リスク・ウェイト資産は

462億ユーロでした。 

  

                                            
612024年 6月 30日時点、この範囲には CAイタリア、CA Polska、CAエジプト、CAウクライナの事業体が含まれま
す。 
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イタリアの業績 

2024年第 2四半期のクレディ・アグリコル・イタリアの収益は、2023年第 2四半期と比べて 3.3%増加し、7億 8,400万

ユーロとなりました。純金利マージンは安定し、2023年度第 2四半期から 2024年度第 2四半期に 0.8%の微増、2024年

度第 1四半期以降は 1.8%増となりました。手数料収入は、オフ・バランスシートの預金の影響とローン組成の増加傾向

から恩恵を受け、2023年度第 2四半期比で 9%増加しました。営業費用は、2023年度第 4四半期に認識されていたイタ

リアの預金保証基金への拠出金（5,800万ユーロ相当）を第 2四半期に認識したことによる影響を受けました。この影響

を除くと、当四半期の費用は合計 3億 8,100万ユーロとなり、2023年度第 2四半期比で 4.0%減少しました。営業総利益

は 2023年度第 2四半期と比べて 4.8%減少しました。 

2024年度第 2四半期のリスク関連費用は 2023年度第 2四半期比 30.8%減の 6,100 万ユーロとなりました。これは確認済

みリスクに対する引当にほぼ相当します。残高に対するリスク関連費用62 は、2024年第 1四半期比で 5ベーシス・ポイン

ト低下し、50ベーシス・ポイントとなりました。不良債権比率は 3.2%と、2024年度第 1四半期比で改善し、不良債権引

当率は 72.4%となりました（2024年度第 1四半期から 0.9パーセント・ポイント上昇）。これにより、CAイタリアの純

利益グループ帰属分は 1億 5,300万ユーロとなり、2023年度第 2四半期比 2.0%増となりました（2024年度第 2四半期に

計上された DGSの影響の修正再表示後では 22.2%増）。 

2024年上半期には、クレディ・アグリコル・イタリアの収益は 2.5%増の 15億 5,900万ユーロとなりました。SRFと

DGSを除いた費用は 7億 6,300万ユーロと抑制され、2023年上半期比 0.7%減の微減となりました。これにより、営業総

利益は 7億 3,800万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 3.7%増加しました。リスク関連費用は、2023年上半期から

18.0%減少し、1億 2,300万ユーロとなりました。この結果、CAイタリアの純利益グループ帰属分は 3億 3,300万ユーロ

となり、2023年上半期と比べて 7.5%増加しました。 

2024年 6月 30日時点の CAイタリアの基礎 RoNE（調整株主資本利益率）は 22.6%となりました。 

 

イタリアのクレディ・アグリコル・グループの業績63 

2024年上半期には、イタリアの事業体の基礎純利益グループ帰属分は 6億 5,900万ユーロとなり、2023年上半期と比べ

て 12%増加しました。これは、リテール・バンキング部門、アセット・ギャザリング部門、大口顧客部門を中心とする各

事業部門の勢いの継続を反映しています。事業部門別の内訳は、リテール・バンキング部門（50%）、専門金融サービス

部門（19%）、アセット・ギャザリングおよび保険部門（21%）、大口顧客部門（10%）となっています。最後に、2024

年上半期のクレディ・アグリコル S.A.の純利益グループ帰属分に対するイタリアの寄与は 16%となりました。 

  

                                            
62ローリング 4四半期ベース。 
632024年 6月 30日現在、この範囲はイタリアに存在するすべてのグループ事業体の集計に対応しています。CAイタリ
ア、CAPFM（Agos、Leasys、CAオートバンク）、CAA（CA Vita、CACI、CA Assicurazioni）、アムンディ、クレデ
ィ・アグリコル CIB、CAIWM、CACEIS、CALEF 
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国際リテール・バンキング（イタリアを除く）の業績 

2024年度第 2四半期には、イタリアを除く国際リテール・バンキング部門の収益は 2億 4,300万ユーロとなり、2023年

度第 2四半期と比べて 9.2%増加（為替変動の影響を除くと 23.6%増加）しました。2023年度第 2四半期のポーランドで

の収益は、純金利マージンと手数料収入の大幅な上昇傾向により、27.1%増加（為替変動の影響を除くと 20.9%増加）し

ました。エジプトでの収益は、為替レートの変動（エジプト・ポンド安）により減少（2023年度第 2四半期比 13.6%

減）しましたが、為替変動の影響を除くと非常に好調（41.9%増）でした。利鞘が急増し、為替収益が非常に好調だった

ことが恩恵となりました。イタリアを除く国際リテール・バンキング部門の営業費用は 1億 1,600万ユーロとなり、2023

年度第 2四半期と比べて 9.0%増加（為替変動の影響を除くと 14.0%増加）しました。営業総利益は 1億 2,700万ユーロ

となり、2023年第 2四半期比で 9.3%増加しました（為替変動の影響を除くと 34.2%増）。リスク関連費用は 1,100万ユ

ーロとなり、同 71.1%減少しました（為替変動の影響を除くと 70.5%減）。さらに、2024年 6月末時点で、貸付残高の

不良債権引当率はポーランドで 123%、エジプトで 141%と高水準にとどまっています。ウクライナでは、国内の不良債

権引当率は引き続き慎重な水準（321%）となっています。全体では、イタリアを除く国際リテール・バンキング部門は

純利益グループ帰属分に 7,500万ユーロ寄与し、2023年度第 2四半期と比べて 58.9%増加しました。その他 IRB（CAイ

タリアを除く）の基礎 RoNE（調整株主資本利益率）は、2024年 6月 30日時点で 41.0%となりました。 

2024年上半期には、イタリアを除く国際リテール・バンキング部門の収益は 5億 2,500万ユーロとなり、純利鞘の拡大

により 2023年度第 2四半期と比べて 22.1%増加（為替変動の影響を除くと 30.8%増加）しました。SRFを除く営業費用

は 2億 3,900万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 9.7%増加しました（為替変動の影響を除くと 10.5%増）。2024

年 6月末時点のコスト比率は 45.6%となりました（2023年 6月末時点の SRFを除くコスト比率から 5.1ポイント改

善）。大幅な増収により、営業総利益は 2億 8,600万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 34.8%増加しました（為替

変動の影響を除くと 54.7%増）。リスク関連費用は 3,100万ユーロとなり、2023年上半期と比べて 65.4%減少しました

（為替変動の影響を除くと 64.8%減）。全体では、イタリアを除く国際リテール・バンキング部門は純利益グループ帰属

分に 1億 5,200万ユーロ寄与しました。 

2024年 6月 30日時点で、リテール・バンキング事業部門全体では、クレディ・アグリコル S.A.の中核事業（コーポレー

ト・センター部門を除く）の基礎純利益グループ帰属分の 22%、コーポレート・センター部門を除く基礎収益の 29%に

寄与しました。 

2024年 6月 30日現在、当部門の資本は 95億ユーロ、リスク・ウェイト資産は 1,000億ユーロでした。 

 

 

コーポレート・センターの業績 

2024年度第 2四半期のコーポレート・センター部門の基礎純利益グループ帰属分はマイナス 2億 3,800万ユーロとなり、

2023年度第 2四半期から 2億 2,200万ユーロ減少しました。コーポレート・センター部門のマイナス寄与は、「構造的」

寄与（マイナス 2億 4,500万ユーロ）とその他の項目（700万ユーロ）に区別して分析することができます。「構造的」

部分の寄与（マイナス 2億 4,500万ユーロ）は 2023年第 2四半期と比べて 1億 3,800万ユーロ減少し、その内訳は次の

3事業に分けられます。 

- 親会社クレディ・アグリコル S.A.のコーポレート・センターの事業と機能。2024年第 2四半期の寄与はマイナ

ス 3憶 3,200万ユーロで、7,100万ユーロ減少しました。これには、プロジェクト関連費用および非経常的な税

金費用の増加が含まれます。 

- CACIF（未公開株式）、CAイモビリエ、CATE、BforBank（持分法適用）など、事業ラインに含まれない事業。

2024年度第 2四半期の寄与は 7,800万ユーロで、2023年度第 2四半期比で 6,900万ユーロ減少しました。これ

には、Banco BPMの株式評価の悪影響が含まれますが、配当金の増加により一部相殺されました（2つの影響を

合計するとマイナス 7,100万ユーロ）。 

- グループ支援機能。当四半期の寄与は 900万ユーロでした（2023年度第 2四半期比で 100万ユーロ増加）。 

「その他の項目」の寄与は、2023年度第 2四半期に認識された小切手画像処理の罰金に関する引当金の戻し入れに関連す

るベース効果（4,200万ユーロの減少）および OIS/BORの変動により、2023年度第 2四半期比で 8,400万ユーロ減少し

ました。 

クレディ・アグリコル全体での保険事業の連結に伴う「内部マージン」効果は、コーポレート・センターを通じて計上さ

れました。内部マージンの影響は当四半期、収益で-2億 1,700万ユーロ、経費で+2億 1,700万ユーロでした。  
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2024年上半期のコーポレート・センター部門による基礎純利益グループ帰属分はマイナス 3億 4,500万ユーロとなり、

2023年上半期と比べ 2,500万ユーロ減少しました。2024年上半期中、同部門の構造的部分の寄与はマイナス 3億 5,100

万ユーロ、他の項目の寄与は 600万ユーロとなりました。 

「構造的」部分の寄与は、2023年上半期と比べて 1億 3,600万ユーロ増加し、その内訳は、以下の 3つの活動に分けられ

ます。 

- 親会社クレディ・アグリコル S.A.のコーポレート・センターの事業と機能。2024年上半期の寄与はマイナス 6

億 2,700万ユーロで、2023年上半期と比べて 2,100万ユーロ増加しました。 

- クレディ・アグリコル CIF（プライベート・エクイティ）、CAイモビリエ、BforBankなど、中核事業に付随し

ない事業ライン。これらの事業ラインの寄与は 2024年上半期にプラス 2億 6,200万ユーロとなり、SRF積立期

間（2023年上半期は 8,400万ユーロ）の終了などにより、2023年上半期（プラス 1億 1,100万ユーロ）と比べ

て増加しました。 

- グループ支援機能。2024年上半期の寄与は、2023年上半期比 400万ユーロ増の 1,300万ユーロとなりました。 

「その他の項目」の寄与は 2023年上半期と比べて 1億 6,100万ユーロ減少しました。 

 

2024年 6月 30日現在、リスク・ウェイト資産は 292億ユーロでした。 
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財務の健全性 

クレディ・アグリコル・グループ 

2024年 6月 30日時点で、クレディ・アグリコル・グループの段階適用の普通株式等 Tier 1（CET1）レシオは 17.3%と

なり、2024年 3月末から 0.2パーセント・ポイント低下しました。この結果、クレディ・アグリコル・グループは、

CET1レシオの水準と SREP要件 9.8%との間で 7.6パーセント・ポイントという大きなバッファーを上げました。全面適

用ベースの CET1レシオは 17.2%でした。 

2024年度第 2四半期中の結果は以下のとおりです。 

- 当四半期の CET1レシオは、留保利益により、25ベーシス・ポイント改善の恩恵を受けました。 

- 事業ラインの内部的成長に関連するリスク・ウェイト資産の変動は、クレディ・アグリコル・グループの CET 1

レシオに-18ベーシスポイントの影響を与えました（以下を参照）。 

- M&A取引に関連する変動は、Degroof Petercamの過半数株式の取得（-21ベーシス・ポイント）および Alpha 

Associatesの資本の全額取得（-3ベーシス・ポイント）の影響などでした。 

2024年 6月末の段階導入の Tier 1レシオは 18.5%、段階導入の総自己資本比率は 21.3%となりました。 

段階導入のレバレッジ・レシオは 5.5%で、2024年 3月末比で安定していますが、規制要件である 3.5%を大きく上回っ

ています。 

クレディ・アグリコル・グループのリスク・ウェイト資産は、2024年 3月 31日と比べ、99億ユーロ増加して 6,280億ユ

ーロになりました。この変動は次のように事業ライン別に分類できます。リテール・バンキングが 38億ユーロ増、アセ

ット・ギャザリングが 2億ユーロ減（保険の残余配当支払いを含む）、専門金融サービスが 12億ユーロ増、大口顧客が

33億ユーロ増、コーポレートセンターが 18億ユーロ増。 

 

最大分配可能額（MDA及び L-MDA）トリガー閾値 

バーゼル規則を EU法に置き換えることで（CRD）、配当、AT1債券、変動報酬に適用される分配の抑制メカニズムが導

入されました。最大分配可能額（MDA。銀行が分配に割り当てることができる最大額）の原則は、分配が総合資本バッフ

ァー要件を順守していないとなった場合に分配に制限を設けることを狙いとしています。 

MDAトリガーまでの距離は、CET1資本、Tier 1資本、及び資本総額についての SREP要件までのそれぞれの距離のうち

最も短いものです。 

クレディ・アグリコル・グループは、2024年 6月 30日時点でMDAトリガーを 690ベーシス・ポイント（CET1資本で

430億ユーロ）上回るバッファーとなりました。 

レバレッジ・レシオ・バッファーの要件に従わない場合、分配の制限と最大分配可能額（L-MDA）の計算が行われます。 

クレディ・アグリコル・グループは、2024年 6月 30日時点で L-MDAトリガーを 199ベーシス・ポイント（Tier 1資本

で 420億ユーロ）上回るバッファーとなりました。クレディ・アグリコル・グループのレベルでは、L-MDAトリガーまで

の距離で分配制限までの距離が決まります。 

クレディ・アグリコル S.A.は、2024年 6月 30日時点でMDAトリガーを 298ベーシス・ポイント（CET1資本で 120億

ユーロ）上回るバッファーとなりました。クレディ・アグリコル S.A.は L-MDA要件の対象外です。 
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TLAC 

クレディ・アグリコル・グループは、常に以下の TLACレシオ要件に従う必要があります。 

- リスク・ウェイト資産（RWA）の 18%を超える TLACレシオと、EU指令 CRD5に従った総合資本バッファー要

件（クレディ・アグリコル・グループの場合は 2.5%の資本保全バッファー、1%のG-SIBバッファー、及び

2024年 6月 30日に 0.77%に設定されたカウンターシクリカル・バッファー）。総合資本バッファー要件を考慮

すると、クレディ・アグリコル・グループは、22.3%超の TLACレシオに従う必要があります。 

- レバレッジ・レシオ・エクスポージャー（LRE）の 6.75%超となる TLACレシオ。 

クレディ・アグリコル・グループの 2025年の目標は、適格優先シニア債を除き、TLACレシオを RWAの 26%以上に維

持することです。 

2024年 6月 30日時点のクレディ・アグリコル・グループの TLACレシオは、リスク・ウェイト資産の 27.1%及びレバレ

ッジ・レシオ・エクスポージャーの 8.0%（適格優先シニア債を除く）と64 、要件を大きく上回りました。リスク・ウェ

イト資産の比率として表される TLACレシオは、当期中の自己資本・適格資産項目を超すリスク・ウェイト資産の増加に

伴い、当四半期で 20ベーシス・ポイント増加しました。レバレッジ・エクスポージャーの比率（LRE）として表される

TLACレシオは、2024年 3月と比べて安定的に推移しました。 

よって、当グループの適格優先シニア債を除く TLACレシオは、RWAの 22.3%という現在の要件を 480ベーシス・ポイ

ント（300億ユーロ）上回っています。 

2024年 6月末時点で、12億 5,000万ユーロの AT1に加えて、57億ユーロ相当が市場で発行されています（非優先シニア

債及びティア 2債券）。TLACレシオの計算で考慮されたクレディ・アグリコル・グループの非優先シニア債の金額は、

310億ユーロでした。 

 

MREL 

要求される最低水準は、破綻処理当局の決定によって定められ、各金融機関に通知され、その後は定期的に改訂されま

す。2024年 6月 30日時点で、クレディ・アグリコル・グループは、以下のMREL最低合計要件を満たす必要がありま

す： 

- 22.01%の RWAと、EU指令 CRD5に従った総合資本バッファー要件（クレディ・アグリコル・グループの場合

は 2.5%の資本保全バッファー、1%のG-SIBバッファー、及び 2024年 6月 30日に 0.77%に設定されたカウン

ターシクリカル・バッファー）。総合資本バッファー要件を考慮すると、クレディ・アグリコル・グループは、

26.3%超の合計MRELレシオを満たす必要があります。 

- LREの 6.25%。 

2024年 6月 30日時点のクレディ・アグリコル・グループのMRELレシオは、リスク・ウェイト資産の 32.8%及びレバ

レッジ・エクスポージャーの 9.8%と、MREL要件を大きく上回りました。 

追加的な劣後要件（「劣後MREL」）も破綻処理当局により決定され、RWAと LREの比率で表されます。2024年 6月

30日現在、クレディ・アグリコル・グループの劣後MRELは以下の通りです： 

- 18.25%の RWAに加えて、複合的な資本バッファー要件。総合資本バッファー要件を考慮すると、クレディ・ア

グリコル・グループは、22.5%超の劣後MRELレシオを満たす必要があります。 

- レバレッジ・エクスポージャーの 6.25% 

2024年 6月 30日時点のクレディ・アグリコル・グループの劣後MRELレシオは、リスク・ウェイト資産の 27.1%及び

レバレッジ・エクスポージャーの 8.0%と、MREL要件を大きく上回りました。 

MREL要件に関連する最大分配可能額（M-MDA）トリガーまでの距離は、RWAで表されるMREL、劣後MREL及び

TLAC要件までのそれぞれの距離のうち最も短いものです。 

2024年 6月 30日時点で、クレディ・アグリコル・グループはM-MDAトリガーを 460ベーシス・ポイント上回るバッフ

ァー（CET1資本で 290億ユーロ）となりました。M-MDAトリガーまでの距離は、劣後MREL比率と対応要件との間の

距離に相当します。 

                                            
64クレディ・アグリコル・グループは、年次の破綻処理可能性評価の一環として、自己資本規制規則（CRR）第 72b条 3

項が認めている、2024年の TLAC規制の遵守に優先シニア債を使用する可能性を放棄することを選択しました。 
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クレディ・アグリコル S.A. 

2024年 6月 30日時点で、クレディ・アグリコル S.A.のソルベンシーレシオは中期計画目標を上回っており、段階適用の

普通株式 Tier 1（CET1）レシオは 11.6%となり、2024年 3月末と比べて 0.2パーセント・ポイント低下しました。この

結果、クレディ・アグリコル S.A.は、CET1レシオの水準と 8.6%という SREP要件の間で 3パーセント・ポイントとい

う十分なバッファーを達成しました。全面適用ベースの CET1レシオは 11.5%でした。 

2024年度第 2四半期中の結果は以下のとおりです。 

- 当四半期の CET1レシオは、留保利益に関連する 22ベーシス・ポイント改善の恩恵を受けました。この影響は、

AT1債券利息の控除後（プラス 44ベーシス・ポイントの影響）及び利益の 50%分配の控除後（すなわち 2024年度

第 2四半期の 1株当たり 0.29ユーロの配当準備金（マイナス 22ベーシス・ポイントの影響））の純利益グループ帰

属分に対応します。 

- 事業ラインの自律的成長に関連するリスク・ウェイト資産の変動は CET1レシオにマイナス 12ベーシス・ポイント

の影響を与えました。内訳として、保険事業ライン（当四半期の残余配当の支払いなど）がプラス 5ベーシス・ポイ

ント、その他の事業ラインはマイナス 17ベーシス・ポイントの寄与しました。 

- M&A取引に関連する変動は、Degroof Petercamの過半数株式の取得（-28ベーシス・ポイント）および Alpha 

Associatesの資本の全額取得（-5ベーシス・ポイント）の影響などでした。 

2024年 6月末時点で、段階適用のレバレッジ比率は 3.8%となり、2024年 3月末と比べて 0.1パーセント・ポイント低下

し、規制要件である 3%を上回っています。 

当四半期末の段階導入の Tier 1レシオは 13.4%、段階導入の総自己資本比率は 17.6%となりました。 

2024年 6月 30日時点で、クレディ・アグリコル S.A.のリスク・ウェイト資産は 3,990億ユーロとなり、2024年 3月 31

日と比べて 65億ユーロ増加しました。この変動は次のように事業ライン別に分類できます。 

- アセット・ギャザリング部門は、残余配当の支払いに関連した保険部門の RWAの 27億ユーロ減や 2024年度第 2四

半期の純利益を含め、3億ユーロの減少となりました。Degroof Petercamの統合は当四半期の RWAに 26億ユーロ

寄与しました。 

- 専門金融サービスでは、消費者金融の成長により 12億ユーロ増加しました。 

- 大口顧客部門では、クレディ・アグリコル CIB の 48億ユーロの増加、CACEISの 16億ユーロの減少を含め、リス

ク・ウェイト資産が前四半期比 33億ユーロ増加しました。 

- リテール・バンキング部門とコーポレート・センター部門のリスク・ウェイト資産は、それぞれ 13億ユーロと 10億

ユーロ増加しました。 
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流動性と資金調達 

流動性は、クレディ・アグリコル・グループのレベルで測定されます。 

当グループの流動性ポジションについてわかりやすく、適切で、監査可能な情報を提供するため、バンキング部門のキャ

ッシュ・バランスシートの安定した余剰金を四半期毎に計算します。 

バンキング部門のキャッシュ・バランスシートは、当グループの IFRS財務諸表から作成されます。これは、当グループ

の IFRS財務諸表とキャッシュ・バランスシートの各セクションの間のマッピング・テーブルの定義に基づいており、そ

の定義は市場で一般に受け入れられています。これはバンキング部門の範囲に関係するものであり、保険事業はそれぞれ

の独自の規制上の制約に従って管理されます。 

キャッシュ・バランスシートの各セクションでの IFRS財務諸表の分類に加えて、相殺計算が行われます。これは、流動

性リスクの点で対称的な影響を及ぼす特定の資産と負債に関係します。繰延税金、公正価額の影響、一般減損、空売り取

引、及び他の資産と負債については、2024年 6月末時点で総額 490億ユーロの相殺が行われました。同様に、1,540億ユ

ーロのレポ／リバース・レポについては、これらの残高は互いに相殺される証券貸借業務を実施する証券デスクの活動を

反映するため、除外されています。キャッシュ・バランスシートを確立するために算出された、2024年 6月末現在で

1,870億ユーロに上る相殺は、デリバティブ、マージンコール、調整／清算／連絡勘定のほか、法人営業及び投資銀行部

門（CIB）が保有する非流動証券に関係し、「顧客関連取引資産」に含まれています。 

キャッシュ・バランスシートを作成するために預金供託公庫に集約された預金は相殺されない点にご注意ください。集約

された預金額（2024年 6月末時点で 1,030億ユーロ）は、「顧客関連取引資産」の科目の資産と「顧客関連資金」の科目

の負債に記載されます。 

最終段階では、他の修正再表示項目は、経済的観点から別の科目に関係する場合は、会計基準が 1つのセクションに割り

当てている残高に再度割り当てられます。そのような形で、バンキング・ネットワークを通じて発行されたシニア債と欧

州投資銀行、預金供託公庫、及び顧客ローンの裏付けのある同タイプのリファイナンス取引による資金調達については、

会計基準が「中長期市場資金」と分類する場合は、「顧客関連資金」として再分類されます。 

中長期レポ取引も「長期市場資金」に含まれます。 

最後に、CIBの相手方当事者で、われわれと商業的関係を結んでいる銀行は、キャッシュ・バランスシートの作成では顧

客とみなされます。 

2024年 6月 30日現在の当グループのバンキング部門のキャッシュ・バランスシートは 1兆 7,220億ユーロで、安定資産

に対する安定資金の超過額は 1,980億ユーロでした。6月の TLTROの返済（50億ユーロ）後で、2024年 3月末と比べて

120億ユーロ増加しました。 

さらに、クレディ・アグリコル・グループの TLTRO 3残高の合計は 2024年 6月 30日時点で 7億ユーロとなり、当四半

期中の返済により 51億ユーロ減少しました。 

また、流動性が超過していることから、2024年 6月 30日現在、当グループは短期貸付のポジション（中央銀行預け金が

短期債務純額を上回っていること）を維持しています。 

中長期市場資金は 2024年 6月 30日現在で 2,620億ユーロとなり、2024年 3月末から変動はありません。優先シニア債

の発行は、2024年 6月の T-LTRO 3の返済を相殺しました。 

これには、770億ユーロの担保付きシニア債、1,270億ユーロの優先シニア債、340億ユーロの非優先シニア債、240億ユ

ーロの Tier 2債券が含まれます。 

2024年 6月 30日時点の当グループの流動性準備金は、ヘアーカット後の時価で 4,780億ユーロとなり、2024年 3月 31

日から 20億ユーロ増加しました。 

流動性準備金は短期債務純額の 2倍以上に達しました（中央銀行との置き換えを除く）。流動性準備金の増加の主な要因

は、以下のとおりです。 

- TLTRO返済後の担保解除（プラス 50億ユーロ）  
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- 2万 5,000ユーロ未満の債務に関する TRICPの適用が 30億ユーロで終了 

 

クレディ・アグリコル・グループは、即時利用可能な準備金（ECBの資金供給に依拠した後）を維持する取組みを継続し

ています。ヘアーカット後の中央銀行適格非 HQLA資産は 1,580億ユーロとなりました。 

信用機関は、2018年 1月 1日に 100%に設定されたこの LCRレシオの基準値を条件付けられます。 

2024年 6月 30日時点での月末の LCRレシオは、クレディ・アグリコル・グループが 146%（998億ユーロの余剰に相

当）、クレディ・アグリコル S.A.が 152%（963億ユーロの余剰に相当）でした。これは、およそ 110%という中期計画

目標を上回りました。 

加えて、クレディ・アグリコル・グループとクレディ・アグリコル S.A.の安定調達比率（NSFR）は 100%を超え、2021

年 6月 28日以降適用される規制要件に適合し、100%超というMTP目標を上回っています。 

 

当グループは、投資家基盤と商品の点で非常に多様な市場アクセスを確保して、今後も中長期資金供給について慎重な方

針に従います。 

2024年 6月 30日時点で、当グループの主要発行体は、中・長期債によって市場で 400億ユーロ相当額65、66を調達し、

このうちの 47%がクレディ・アグリコル S.A.によって発行されました。具体的には、グループでは以下の金額が計上され

ています。 

○ クレディ・アグリコル CIBは、グリーンボンド形式の 13億ユーロを含め、仕組債形式で 143億ユーロ発行

しました。 

○ クレディ・アグリコル・パーソナル・ファイナンス＆モビリティ（旧クレディ・アグリコル・コンシューマ

ー・ファイナンス）は、クレディ・アグリコル・オートバンク（CAAB）を介して 15億ユーロ相当の EMTN

を、また証券化により 3億ユーロ相当を発行しました。 

○ CAイタリアは総額 15億ユーロの 2件の担保付きシニア債を発行し、そのうち 5億ユーロはグリーン形式で

発行しました。 

○ クレディ・アグリコル・ネクスト・バンク （スイス）は、総額 2億スイスフランの担保付きシニア債形式で

2件のトランシェを発行し、そのうち 1億スイスフランはグリーンボンド形式で発行しました。 

当グループの中長期の資金調達の内訳は以下の通りです。 

○ 担保付き資金調達 86億ユーロ 

○ プレーンバニラ無担保資金調達 152億ユーロ 

○ ストラクチャード・ファイナンス 142億ユーロ 

○ 機関からの長期預金と CD 21億ユーロ 

さらに、92億ユーロがオフマーケットの発行により調達され、以下の内訳となりました。 

○ バンキング・ネットワーク（当グループのリテール・バンキングまたは外部のネットワーク）から 72億ユ

ーロ 

○ 国際的な組織または金融機関から 4億ユーロ 

○ 国内の借り換え媒体（信用機関 CRHを含む）から 16億ユーロ 

  

                                            
65買戻し及び部分返済控除前の総額 
66AT1発行を除く 
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2024年 6月 30日、クレディ・アグリコル S.A.は市場を通じて 188億ユーロ相当の資金67、68を調達しました。これは

2024年の借換プログラムの 72%に相当します。 

当行は 188億ユーロ相当額を調達し、6月末時点で、このうち 32億ユーロ相当額が非優先シニア債、25億ユーロ相当額

が Tier 2債券、66億ユーロ相当額が優先シニア債、65億ユーロ相当額が担保付シニア債でした。資金調達は以下を含

め、様々な形式と通貨で構成されています。 

○ 38億ユーロ69 

○ 48億 5,000万米ドル（45億ユーロ相当） 

○ 6億ポンド（7億ユーロ相当） 

○ 2,300億円（14億ユーロ相当） 

○ 5億スイスフラン（6億ユーロ相当） 

○ 17億 5,000万豪ドル（11億ユーロ相当） 

○ 25億人民元（3億ユーロ相当） 

クレディ・アグリコル S.A.は 6月末時点で資金調達計画の 69%をユーロ以外の通貨で発行しています70、71。 

2024年 1月 2日にクレディ・アグリコル S.A.は 12億 5,000万ユーロの NC6年 AT1永久債を発行し、当初の利率は

6.5%でした。また AT1債券（144A:US225313AL91 & RegS:USF2R125CF03）について、2024年 9月 23日の初回コー

ル日に 12億 5,000万ドルの償還を発表しました。 

6月末以降、13億ユーロの追加資金を調達しました。このうち、ソーシャルボンド形式で非優先シニア債が 7億 5,000万

ユーロで 1回、また満期 3年と 5年のシニア優先デュアル・トランシェ形式の人民元建て債券が 6億ユーロ相当で 1回発

行されました。 

したがって、7月末時点での発行額は 201億ユーロ、すなわち 2024年の資金調達計画の 77%72となりました。 

  

                                            
67買戻し及び部分返済控除前の総額 
68AT1発行を除く 
69担保付きシニア債を除く。 
70担保付きシニア債を除く。 
71AT1発行を除く 
72AT1発行を除く 
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経済・金融環境 

2024年上半期のレビュー 

米国では、2023年の景気の特徴であった強靭性が 2024年上半期も概ね持続しました。第 1四半期の成長率は 1.3%（年

率換算の四半期成長率）に減速しましたが、その構成要素を分析すると、より明るい内容で、減速の大部分は在庫や純輸

出といった変動の大きい要素によるもので、民間内需は好調を維持し、2.8%増加しました。雇用市場の活況に加えて、金

利に対する短期的な感応度の低下（バランスシートの強化、債務コストの持続的低下）からすると、成長は過去数十年で

最も積極的な金融引き締めに対して十分持ちこたえました（フェデラル・ファンド金利は 1年半弱で 525ベーシス・ポイ

ント上昇し、2023年 8月に 5.50%に達しました）。 

ディスインフレにもかかわらず、サービス価格が高止まりしていることからすると、インフレが非常に根強いため、金融

政策が緩和されませんでした。6月の総合インフレ率はエネルギー価格の低下により意外な結果となりましたが、高水準

で推移しました（前年同月比 3%）。基礎インフレ率（エネルギーと食品を除く）も同様で、前年同月比 3.3%でした。そ

れにもかかわらず、ディスインフレのプロセスはすべての構成要素で見られます。基礎的な財の価格はやや低下し（前年

比 1.8%低下）、基礎的なサービス（エネルギーを除くサービス）のインフレ率は 2022年 4月以来の低水準に下落しまし

た（前年比 5.1%）。サービス価格の上昇は高止まりしていますが、インフレに関するこのニュースはやや安心感を与え

ています。 

中国では、公表されたばかりの第 2四半期のデータによれば、GDP成長率が大幅に減速し（前四半期比 1.5%から 0.7%に

下落）、前年同期比 5%となりました。それゆえ、成長の減速は予想以上に急激でした。成長の減速は依然、内需の弱さ

に起因しており、不動産セクターの危機により家計消費と投資が低迷しており、見通しは依然悲観的です。純輸出は引き

続き、成長に寄与しましたが、その程度は以前よりも縮小しました。 

ユーロ圏では、2024年度第 1四半期の成長率（前四半期比 0.3%）はほぼ停滞していた 2023年と比べて上昇しました。

この上昇は過去の衝撃、特にウクライナでの戦争に関連する衝撃、を消し去るものではないため、大局的にみるべきでし

ょう。したがって、ユーロ圏のGDPは 2024年度第 1四半期、ソブリン債危機から新型コロナ危機の間（すなわち 2013

年から 2019年まで）のトレンドが継続していた場合に到達していた可能性のある水準をわずかに下回りました。それで

も、成長率は 2024年に上昇して 0.3%となっており、予想外の好材料で、主に純輸出の伸びによるものでした。一方で国

内需要は縮小し、在庫調整が強まりました。個人消費の緩やかな伸び、政府支出の停滞、投資の急減の結果、内需が低迷

しました。家計消費が伸びを欠いたことは期待はずれでした。家計の可処分所得の購買力が高まっているにもかかわら

ず、引き続き支出よりも貯蓄が優先されているようです。 

フランスでは、消費と貿易が牽引し、2024年第 1四半期の成長率が前四半期比 0.2%となりましたが、投資が 2四半期連

続でわずかながら減少し、在庫調整が引き続き成長の足かせとなりました。2024年の成長の上振れは、第 1四半期末時点

で 0.6%です。 

期待外れの事項があったにもかかわらず、ユーロ圏全体でディスインフレーションが続きました。インフレ率は 5月にや

や上昇しました（2023年 5月の 6.1%に対して前年比 2.6%）。これは、ドイツのエネルギーおよび輸送コストのベース

効果などによるものでした。基礎インフレ率は、サービス価格の底堅さに牽引され（前年比 4.1%で、総合インフレに 1.8

ポイント超寄与）、2.9%に上昇しました。 

金融政策に関しては、年初来、米連邦準備制度（Fed）と欧州中央銀行（ECB）のメンバーは、将来の利下げの時機や程

度に関して、過度に楽観的な市場の期待を抑えることに努めてきました。 

米国では、当グループのシナリオでは、主要金利の早期かつ大幅な引下げは想定していません。Fedは、2024年 12月ま

でにフェデラル・ファンド金利が 3.65%まで低下すると 2024年 1月に予想していた市場が期待するピボット（通貨政策

転換）ではなく、プラトー（高金利維持）を好み、主要金利を長期にわたって高水準に設定していました。現在、Fedは

頑強なインフレ、依然として力強い成長、わずかに減速した労働市場を前に、フェデラル・ファンド金利を 5.50%に据え

置いています。パウエル FRB議長は 7月上旬、連邦議会の公聴会で FRBの半期金融政策報告を行った際、若干表現を和

らげました。最近のデータが労働市場の減速の「明確な兆候」を示していることを強調し、高インフレ率だけがリスクで

はないと述べました。また、インフレ率が 2%に戻る前に金利が低下するだろうと指摘すると同時に、ディスインフレの

傾向を確認できるデータがさらに必要だと改めて述べました。 

米国の現状は、ECBが 6月に 2019年 9月以来の利下げを実施し、暫定的な金融緩和政策に踏み切ることを妨げるもので

はありませんでした。ECBの 25ベーシス・ポイントの利下げは広く予想されており、預金金利、借換金利、限界貸出金

利をそれぞれ 3.75%、4.25%、4.50%に押し下げました。インフレ率は依然として目標の 2%を上回っていますが、ECB

はディスインフレのなかでの進捗とインフレ予想の低下を考慮しました。今後の金利の動向については何も示唆していま

せん。さらに、利下げにもかかわらず、金融政策のスタンスは依然として抑制的で、企業が人件費の上昇を価格に転嫁す



 

プレスリリース-2024年第 2四半期および上半期 

 

 

るのを防ぐため、内需の緩和を促進することが意図されています。 

急速な金融緩和による 2023年 10月からの急劇な低下を見込んでいましたが、頑強なインフレが金融緩和の延期の根拠と

なり、金利はわずかながら上昇しました。米国では、2年スワップ金利（6月末時点で 4.60%）と 10年スワップ金利（6

月末時点で 3.40%）が 6か月間で合計 60ベーシス・ポイント上昇しました。ユーロ圏では、6月の ECBの主要金利引き

下げで若干低下するまで、上記の 2つのスワップ金利が緩やかに上昇しました。6月末時点で、ユーロ圏の 2年および 10

年スワップ金利はそれぞれ 3.20%および 2.80%前後で、上半期にそれぞれ 42ベーシス・ポイントおよび 35ベーシス・ポ

イント上昇しました。同期間に、ドイツ 10年国債（ブンド）の利回りは 45ベーシス・ポイント上昇し、6月末時点で

2.45%となりました。対ブンドのイタリアのリスクプレミアムは縮小しましたが（6月末時点で 10ベーシス・ポイント減

の 158ベーシス・ポイント）、フランスのスプレッドは、国民議会解散に伴う不透明感から 30ベーシス・ポイント近く

拡大し、6月末時点で 80ベーシス・ポイントに達しました。株式市場に関しては、S&P500種株価指数が引き続き好調で

したが（上半期に 15%超上昇）、欧州の株価指数（ユーロ・ストックス 50）は 8.5%上昇し、CAC40指数は 1.5%の上昇

にとどまりました。最後に、ユーロは上半期、対ドルで 1.6%の下落にとどまりました。ドル高の要因としては、下降の

兆しがあるにもかかわらず米国の景気が持ちこたえていること、ECBが主導する金融緩和のペースに差があること、ドナ

ルド・トランプ氏が大統領選挙で勝利する見通しであることなどがあげらます。 

 

2024年下半期と 2025年の見通し 

経済および金融のシナリオは、強度の異なる政治的な不確実性を背景に作成されています。こうした不確実性は近い将来

（フランスの国民議会選挙）、または 2024年下半期（米国の大統領選挙）に解決されるでしょう。後者のイベントは国

際的なシナリオの概要を大きく形成または変更する可能性が高いですが、前者のイベントは国際的なシナリオを完全に覆

す可能性は低いでしょう。ユーロ圏では、個人消費に支えられて、成長が加速する可能性が依然として高いです。米国に

見られる亀裂は、成長を急落させることなく抑制する可能性が高いことから、成長は引き続き強靭さを示す可能性があり

ます。 

米国では、Fedの金融政策による景気後退の影響は懸念されたほど深刻ではありませんでしたが、消えてはおらず、時間

とともに感じられるでしょう。企業債務は増加しており、2024年および 2025年により高い金利で借り換えられるでしょ

う。住宅ローンの実効金利は徐々に上昇し、他の種類の債務（クレジットカード、自動車ローン）の債務不履行が増加

し、余剰貯蓄が（特に低所得世帯で）使い果たされ、貯蓄率が大幅に低下しています。こうしたことが、2024年から

2025年にかけての緩やかな景気後退を依然として予想する最初の亀裂です。2023年の成長率は 2.5%でしたが、当グルー

プのシナリオは、2024年の成長率を 2.0%、2025年の成長率をわずか 0.4%として作成しています。ただし、2025年下半

期には金利低下により四半期の成長率が上向くことが予想されており、成長率の低下と、景気が引き続き予想外に強靭性

を再び示すという代替シナリオを組み合わせています。景気減速に伴い、インフレ率は引き続き、緩やかかつ不規則に低

下するでしょう。世界全体のインフレ率は夏に 3%を下回り、2024年下半期には 2.5%から 3%の間で変動するでしょう。

2025年は、年初に低下した後、2.4%前後で安定し、年末まで Fedの目標である 2%を上回ると思われます。 

中国については、多くの不確定要素がシナリオの重荷になることから、当グループの予想成長率（2024年 4.7%、2025年

4.2%、また平均インフレ率は 0.5%、1.4%と非常に低水準）は政府目標の 5%より控えめです。短期的には、米国のほ

か、特に欧州における保護主義的措置の拡大に関連するものが主なリスクとなります。ジョー・バイデン大統領が発表し

た、中国の象徴的な輸出製品（ソーラーパネル、バッテリー、電気自動車）に対する関税の引き上げは、主に政治的なも

のであり、経済的な影響は限定的でしょう。EUが発表したばかりの電気自動車に対する関税の引上げは、すでに非常に

大きな痛みを及ぼしています。EUは 2023年に中国の電気自動車輸出の 40%を占めていました。最後に、トランプ氏が

大統領選で勝利すれば、すべての中国製輸入品への新たな関税引き上げの道が開かれ、その場合、60%の関税が課される

でしょう。またトランプ大統領が就任すれば、（メキシコやベトナムなどの第三国を経由して）関税を回避しようとする

輸出業者も取り締まられる可能性があります。したがって、景気に対する予算面での支援の問題は引き続き重要です。経

済問題に関する中国共産党の会議、三中全会が 7月に開催される予定で、不動産セクターを支援する新たな措置が発表さ

れる見込みです。 

ユーロ圏では、欧州議会選挙の結果、欧州議会の代表は概ねバランスがとれていますが、フランスでの投票に関連する不

確実性が下振れリスクをもたらしました。当グループの中心的なシナリオは、国民議会解散前の「不変の政策」に基づい

て設計・算定されていますが、このリスクは織り込んでおらず、主な仮説（個人消費主導の成長加速の原則が該当してい

ますが、消費者はまだ慎重で、ディスインフレ傾向は不安定化すると思われます）を維持しています。インフレ率の低下

は、その恩恵がすでに見られますが、現在は、やや順調さを欠いており、不透明になっています。これは主に、サービス

のインフレ率の慣性によるもので、給与交渉における過去の購買力低下からの回復の遅れに関連した給与コストの圧縮の

遅れを反映しています。最後に、消費は景気回復の原動力ですが、世界の製造サイクルの傾向（最終需要の強靭性と在庫

の補充）により、海外需要の若干の増加を伴う可能性があり、ユーロ圏の GDP成長率は 2024年に 0.8%、2025年に

1.5%それぞれ上昇する可能性があります。 
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フランスでは、成長率は下半期に伸びて、2023年と同じペース（すなわち年平均 1.1%）となり、その後やや上昇する

（2025年は 1.3%）と予想されます。貿易が 2024年の成長率にプラスに寄与する（0.9パーセント・ポイント）と予想さ

れ、回復余地（特に航空分野）があれば、輸出は引き続き拡大するでしょう。それでも、成長は主に家計消費（2024年に

1.1%増、2025年に 1.3%増）に牽引され続ける見通しで、名目賃金の大幅な伸びの継続とディスインフレ傾向の継続によ

る購買力の上昇が後押しするでしょう。消費者物価指数に代表されるインフレ率は、2024年に年平均 2.3%、2025年に

1.5%に低下すると予想されます。 

金融政策の面では、目標値への収束の遅れを示す米国のインフレ率、成長の強靭性、下落の兆候が最近見られるものの高

い雇用率は、警戒感を引き起こし、金融緩和を遅らせる必要性を示しています。Fedが、インフレ率が 2%に確実に収束

していることを確信し、主要金利の最初の引き下げを実施するにはもう少し時間が必要でしょう。最初の利下げは 9月に

実施され、その後 12月に追加の利下げが実施される可能性があり、2024年の利下げは累計 50ベーシス・ポイントにな

るでしょう。2025年には、金融緩和はより積極的になり、年初 3四半期で合計 150ベーシス・ポイントとなる可能性が

あります。しかし、この予想は比較的悲観的な経済シナリオに基づいています。景気と労働市場が予想以上に強靭である

ことが判明すれば、Fedは利下げペースをより緩やかにする可能性があります。 

米国の現状は、ECBが独自の金融緩和策に踏み切ることを妨げるものではありませんでした。ECBの金融緩和策は、ユ

ーロが大幅な下落圧力を受けた場合、または予想以上に力強い回復、特にインフレの再燃が見られた場合を除き、継続さ

れるでしょう。インフレ率は、総合および基礎インフレ率ともに 2025年下半期に 2%前後に収束するでしょう。これによ

り、ECBは 6月に 25ベーシス・ポイントの利下げで開始した金融緩和策を引き延ばすことができます。当グループのシ

ナリオでは、ECBは 2025年 9月まで四半期ごとに預金金利を 25ベーシス・ポイント引き下げ、当グループが中立的な

金利と推定する 2.50%まで引き上げるという緩やかで継続的な緩和を想定しています。 

金利には緩やかな上昇圧力がかかるでしょう。実際、金融緩和は以前から予想されていました。金融緩和が開始しても、

または目前に迫っても（しかし、米国のように後退している）、金利が低下する保証はありません。忍び寄るインフレ・

リスクや中立金利の上昇の可能性など、複数の要因が金利の維持、あるいは緩やかな利上げまでも支持しています。 

米国については、当グループの金利見通しで、イールド・カーブ全体をやや上方修正しました。10年物国債の利回りにつ

いては現在、2024年末時点で 4.30%、2025年末時点で 4.05%と予想しています。ドットプロットで示された長期利回り

の上方修正に注目されたい。10年物国債の利回りは 2019年から 2023年まで 2.50%に留まっていましたが、米連邦公開

市場委員会（FOMC）の会合で 2回連続で引き上げられ、3月の 2.5625%から 2.75%になりました。この利上げは中立金

利の上昇の可能性を反映しており、脱グローバル化や、世界の中央銀行、政府系ファンド、各国の金融機関の米国債需要

の鈍化に関連しているように思われます。 

ユーロ圏では、ECBが主要金利の引き下げを開始し、今後も継続すると予想されます。市場はこの金融緩和のサイクルを

十分に予想しており、預金金利は 2.50%前後まで低下すると予想しています。欧州の成長や依然として高い財政赤字（ベ

ルギー、フランス、イタリアは過剰財政赤字手続の対象となっており、9月までに財政赤字の削減計画を提出しなければ

なりません）について比較的楽観されるなか、欧州の国債利回りは、特に Fedが緩和サイクルの開始を遅らせた場合に

は、低下する可能性はほとんどありません。当グループのシナリオは、2024年末のドイツの 10年債利回りが 2.65%前後

となることを前提としています。フランス国民議会の解散後、スプレッドが縮小していた時期に、政治的リスク・プレミ

アム（債務のリデノミネーションのリスクはない）が高まった結果、フランス国債の対ブンドのスプレッドは 80ベーシ

ス・ポイント超に拡大しました。このフランス国債（OAT）とブンドのスプレッドは、明確な議会多数派の不在により、

速やかに解決する可能性の低い政治的不確実性を踏まえると、変動する可能性があります。 

最後に、Fedの金融政策の据え置きや大統領選挙でのトランプ氏勝利の可能性など、米国のイベントはおおむねドルには

好材料となります。さらに、ユーロ圏の政治リスク、中南米の予算状況の悪化、逆に一部のアジア通貨またはユーロ圏外

の欧州通貨の上昇傾向といった個別要因もあります。当グループのシナリオでは、ユーロは 2024年末時点で 1.05ドルま

でやや下落すると想定しています。 
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付属資料 1 － 特殊要因（クレディ・アグリコル・グループとクレデ

ィ・アグリコル S.A.） 
 

 
 

  

クレディ・アグリコル・グループ － 特殊要因（2023年度第 2四半期、2024年度第 2四半期、2023年度上半期、2024年度上半期） 
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クレディ・アグリコル S.A － 特殊要因（2023年度第 2四半期、2024年度第 2四半期、2023年度上半期、2024年度上半期） 
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付属資料 2 － クレディ・アグリコル・グループ：部門別損益計算書 
 

 
  

クレディ・アグリコル・グループ － 部門別実績（2023年度第 2四半期と 2024年度第 2四半期） 
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クレディ・アグリコル・グループ － 部門別実績（2024年度上半期と 2023年度上半期） 
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付属資料 3‐クレディ・アグリコル S.A.部門別業績 
 

 
  

クレディ・アグリコル S.A. － 部門別業績（2024年度第 2四半期と 2023年度第 2四半期） 
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クレディ・アグリコル S.A. － 部門別業績（2024年度上半期と 2023年度上半期） 
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付属資料 4 － 1株当たりのデータ 

  

クレディ・アグリコル S.A. －1株当たり利益、1株当たり純資産額及び RoTE 
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代替的業績指標73 

NBV（純資産額）（再評価されない） 

再評価されない純資産額は、AT1債券の発行額、OCIグループ帰属分の未実現損益、及び年間業績に関する配当金想定額

を控除した株主資本グループ帰属分に相当しています。 

1株当たり純資産額、1株当たり純有形資産価額 

株式の価値を計算する方法の 1つ。これは、自己株式を除く期末の発行済株式数で除した純資産額です。 

1株当たり純有形資産価額は、自己株式を除く期末の発行済株式数で除した、無形資産及びのれんを控除後の純資産額で

す。 

EPS（1株当たり利益） 

これは、自己株式を除く平均発行済株式数で除した、AT1債券利息控除後の純利益グループ帰属分です。EPSは、（各株

主に支払われる利益部分（配当）ではなく）各株式に帰せられる利益部分を表します。これは、株式数が増加する場合、

純利益グループ帰属分に変動がないと想定すると減少します。 

コスト比率 

コスト比率は、営業費用を収益で除すことで算定され、営業費用を賄うのに必要な収益の割合を表します。 

リスク関連費用／残高 

（ローリング 4四半期の）信用リスク関連費用を、（期首における過去 4四半期の平均）残高で除して算定されます。ま

た、当該四半期の信用リスク関連費用の年換算額を当該四半期の期首残高で除して算出することもできます。同様に、当

該期間のリスク関連費用を年換算し、期首の平均残高で除すこともできます。 

2019年第 1四半期より、算定に用いる残高は、引当金控除前の顧客残高です。 

この指標の算出方法は、この指標が使用される度に明示されます。 

要注意債権 

要注意債権はデフォルト状態の債権です。融資先は、次の 2つの条件のいずれかが満たされた場合にデフォルト状態とみ

なされます。 

- 支払が概して 90日超遅延している（支払遅延が融資先の財務状況とは無関係の理由による旨の事実を具体的な状況

が指し示している場合を除く）。 

- 担保権の執行などの特定の措置を活用する以外に、融資先がその信用債務を決済する可能性が低いと考えられる。 

減損債権 

不履行のリスクがあるために、引当金が設定された貸付金。 

MREL 

MREL（自己資本及び適格債務にかかわる最低要件）レシオは、欧州の「銀行再建・破綻処理指令」（BRRD）に定めら

れています。この指令は、銀行危機に事前に対処し、金融の安定性を保護し、損失に対する納税者のリスクを軽減するた

めに破綻処理当局に共通の手段と権限を与えることを目的として、EU全域で銀行の破綻処理枠組みを確立するもので

す。「BRRD2」として知られている 2019年 5月 20日付の指令（EU）2019/879は BRRDを修正し、2020年 12月 21日

付オルドナンス 2020-1636によってフランス法に置き換えられました。 

MRELレシオは、破綻処理の際に損失を吸収するために要求される自己資本と適格債務バッファーに相当します。BRRD2

の下でMRELレシオは、リスク・ウェイト資産（RWA）並びにレバレッジ・エクスポージャーの比率（LRE）として表

される、適格資本と債務の金額として計算されます。合計MRELレシオの分子として適格なのは、当グループの規制上の

自己資本のほか、劣後債、非優先シニア債、及び特定の優先シニア債（満期まで 1年以上のもの）といったコーポレー

                                            
73APMは、財務諸表には表示されず、会計基準にも定義されていないが、基礎純利益グループ帰属分や RoTEなどの財務
情報の提供において使用される財務指標です。これらは、会社の実際の業績を理解しやすくするために使用されます。
各 APM指標は、その定義において会計データとマッチングされます。 
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ト・センター及びクレディ・アグリコル・ネットワークの関連機関発行の適格債務です。 

減損（又は不良）債権引当率 

この比率は、引当金残高を減損顧客貸出金総額で除して算出されます。 

減損（または不良）債権比率 

この比率は、個別に評価減された引当金控除前の顧客貸付総額を、顧客貸付総額の合計で除算したものです。 

TLAC 

金融安定理事会（FSB）は、グローバルなシステム上重要な銀行（G-SIBs）のベイルインと資本増強の能力の充分性評価

を目的としたレシオの計算を定めています。この総損失吸収能力（TLAC）レシオは、破綻処理前及びその最中にG-SIBs

がベイルインと資本増強の充分な能力を備えているかどうかを評価する手段を、破綻処理当局に提供します。これは、グ

ローバルなシステム上重要な銀行（したがってクレディ・アグリコル・グループ）に適用されます。アグリコル TLACレ

シオの要件は、CRR2を介して EU法に置き換えられ、2019年 6月 27日より適用可能となりました。 

TLACレシオの分子として適格なのは、当グループの規制上の自己資本のほか、クレディ・アグリコル S.A.が発行した満

期まで 1年以上の劣後債及び適格非優先シニア債です。 

純利益グループ帰属分 

当該事業年度の税引後純利益（損失）。全部連結された子会社における純利益グループ帰属分から非支配持分に帰属する

部分を控除した額に相当します。 

基礎純利益グループ帰属分 

会社の実際の利益を分かりやすくするため、基礎純利益グループ帰属分は、特殊要因（非経常的項目や例外的項目）控除

後の表示純利益グループ帰属分を表します。 

普通株式に帰せられる純利益グループ帰属分 

普通株式に帰属する純利益グループ帰属分は、AT1利息控除後で、税引前発行費用を含む、純利益グループ帰属分を表し

ます。 

RoTE（有形株主資本利益率） 

RoTE（有形株主資本利益率）は、年換算後の純利益グループ帰属分を無形資産及びのれん控除後のグループの NBVで除

すことによって、有形資本に対する収益率を測定します。年換算後の純利益グループ帰属分は、純利益グループ帰属分を

年換算（第 1四半期 X 4、上半期 X 2、9ヶ月累計期間 X 4/3）し、無形資産の減損を除外し、IFRICの影響を線形化で年

換算して各期間を修正したものに相当します。 
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免責事項 

クレディ・アグリコル S.A.およびクレディ・アグリコル・グループの 2024年度第 2四半期および上半期の財務情報は、

本プレゼンテーション、添付の付属資料、プレスリリースから構成されています。これらは、https://www.credit-

agricole.com/en/finance/financial-publicationsで入手可能です。 

本プレゼンテーションは、当グループの動向に関する情報として提供される将来の情報を含む場合があります。このデー

タは、2019年 3月 14日の EU委託法令 2019/980（第 1章第 1条 d）の意味での予測ではありません。 

この情報は、一定の競争環境や規制環境における多くの経済的仮定に基づいたシナリオから作成されました。したがっ

て、これらの仮定は、実際の結果が予測と異なる原因となりうるランダムな要因に左右されます。同様に、財務諸表は、

特に時価や資産の減損の計算において、見積りに基づいています。 

読者は、自らの判断を下す前に、これらすべてのリスク要因と不確実性を考慮に入れる必要があります。 

 

適用基準および比較可能性 

2024年 6月 30日までの 6か月間の数値は、欧州連合で採択され、同日に適用可能な IFRS及び施行されている適用可能

な規制に従って作成されています。本財務情報は、IAS第 34号「中間財務報告」で規定されている中間期の財務諸表に相

当するものではなく、監査を受けていません。 

注記：クレディ・アグリコル S.A.及びクレディ・アグリコル・グループの連結範囲には、AMF（フランスの金融市場庁）

に提出されたクレディ・アグリコル S.A.2023ユニバーサル登録文書と A.01改訂版（クレディ・アグリコル・グループに

関するすべての規制情報を含む）以降、重要な変更はありません。 

表および分析に含まれる数値の合計は、四捨五入のため、報告された合計と若干異なる場合があります。 

2024年 6月 30日時点で、インドスエズ・ウェルス・マネジメントは Degroof Petercamの買収を完了しており、現在、

同社の長年の株主である CLdN Cobelfretと共同で Banque Degroof Petercamの株式の 65%を保有していますが、今後は

20%の株式を保有する予定です。 

2024年 6月 30日時点で、アムンディは、プライベート・アセットのマルチ運用投資ソリューションを提供する独立系資

産運用会社 Alpha Associatesの買収を完了しています。 

  

https://www.credit-agricole.com/en/finance/financial-publications
https://www.credit-agricole.com/en/finance/financial-publications
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決算スケジュール 

2024年 11月 6日 2024年第 3四半期及び 9ヶ月累計期間の決算発表 

2025年 2月 5日 2024年第 4四半期及び 2024年通年の決算発表 

2025年 4月 30日 2025年第 1四半期の決算発表 

2025年 5月 14日 総会 

2025年 7月 31日 2025年第 2四半期及び上半期の決算発表 

2025年 10月 30日 2025年第 3四半期及び 9ヶ月累計期間の決算発表 

問い合わせ先 

クレディ・アグリコルのプレス対応担当者 
 

   

アレクサンドル・バラット + 33 1 57 72 12 19 alexandre.barat@credit-agricole-sa.fr 

オリヴィエ・タサン + 33 1 43 23 25 41 olivier.tassain@credit-agricole-sa.fr 
マチルド・デュラン + 33 1 57 72 19 43 mathilde.durand@credit-agricole-sa.fr 

ベネディクト・グヴェール + 33 1 49 53 43 64 benedicte.gouvert@ca-fnca.fr 

 

クレディ・アグリコル S.A.IR担当者 
   

機関投資家 + 33 1 43 23 04 31 investor.relations@credit-agricole-sa.fr 

個人株主 + 33 800 000 777 
（フリーダイヤル – フランスのみ） 

relation@actionnaires.credit-agricole.com 

セシル・ムートン + 33 1 57 72 86 79 cecile.mouton@credit-agricole-sa.fr 

   
   

株式 IR担当：   

ジャン=ヤン・アセラフ + 33 1 57 72 23 81 jean-yann.asseraf@credit-agricole-sa.fr 

フェティ・アズーグ + 33 1 57 72 03 75 fethi.azzoug@credit-agricole-sa.fr 

ジョゼフィーヌ・ブルアール + 33 1 43 23 48 33 josephine.brouard@credit-agricole-sa.fr 

オリアーネ・カンテ + 33 1 43 23 03 07 oriane.cante@credit-agricole-sa.fr 

ニコラ・イアンナ + 33 1 43 23 55 51 nicolas.ianna@credit-agricole-sa.fr 

レイラ・マムー + 33 1 57 72 07 93 leila.mamou@credit-agricole-sa.fr 

アンナ・ピグレフスキー + 33 1 43 23 40 59 anna.pigoulevski@credit-agricole-sa.fr 

   
   

信用投資家および格付機関担当：  

グウェナエル・レレスト + 33 1 57 72 57 84 gwenaelle.lereste@credit-agricole-sa.fr 

フローレンス・クインティン・デ・ケルカディオ + 33 1 43 23 25 32 florence.quintindekercadio@credit-
agricole-sa.fr 

 

すべてのプレスリリースは、www.credit-agricole.com-www.creditagricole.infoをご覧ください。 
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